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むすびに代えて
はじめに
公務員に対する懲戒処分は、伝統的な行政法理論によれば、特別権力関係に
おいてその秩序を維持するための制裁として理解されてきたが、勤務関係の本
質からみた場合、一種の労働契約関係として把握することが適切であり、民間
労働者と区別するべきではないことも有力に指摘されている。また、懲戒処分
（1）
（ 2）
（ 1 ）　鹿児島重治『逐条地方公務員法』（学陽書房、1996年）441頁、田中二郎『行政法（上
巻）全訂第 2版』（弘文堂、1974年）89頁以下。ただし、同『行政法（中巻）〔全訂第 2
版〕』（弘文堂、1976年）244頁は、現行実定法に関する限り、公務員の勤務関係につい
ての特別権力関係の観念を容れる余地は殆ど存しないとする。
（ 2）　阿部泰隆「公務員法における裁量権の限界」『季刊人事行政』（1978年） 8号 7頁、菅
野和夫「公務員の懲戒処分と懲戒権者の裁量権～最高裁 <神戸税関 ・四国財務局 >両
判決を契機として」『ジュリスト』663号（1978年）79頁
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に対する司法審査は、処分庁の広範な裁量を前提に「社会観念上著しく妥当性
を欠く」か否かの観点から行われてきた一方、民間企業従業員に対する懲戒解
雇の場合においては、裁判所は使用者の裁量権をことさらに強調することな
く、事実関係をふまえて労働者の保護の観点から、立ち入った統制を図ってき
ている。この点で、民間企業の従業員の場合に比べ、「全体の奉仕者」とされ
ている公務員の場合には司法統制の弱さが見られるところであるが、近年、下
級審判決を中心に、飲酒運転などの事案において懲戒処分が裁量権の逸脱濫用
にあたるとして、取り消されているものも見うけられる。本稿では、懲戒処分
をめぐる主要な最高裁判決及び下級審判決の内容の分析を行うことにより、最
高裁判決の射程及び懲戒処分における裁量審査のあり方について考察すること
としたい。
また、公務員が懲戒免職処分を受けた場合、退職手当は全額不支給となるも
のとされていたが、2008年の国家公務員退職手当法の改正に伴い、非違行為の
内容及び程度等を勘案して、支給制限処分をすることができる制度に改めら
れ、地方公務員の場合も退職手当条例により同様の措置がとられることとなっ
た。退職手当支給制限処分の適法性についての下級審の判断は、事案によって
分かれているが、当該処分について、先行の懲戒免職処分の場合とは異なる裁
量審査が行われる必要性はないのか、その司法統制のあり方についても検討を
行うこととしたい。
第 1章　公務員懲戒処分をめぐる判例の動向
1 ．最判昭和52年12月20日民集31巻 7 号1101頁（神戸税関事件）
公務員の懲戒処分のリーディングケースとされるのが、神戸税関事件判決で
ある。同事件は、全国税関労働組合神戸支部の役員であった 3名が、訴外職員
に対する懲戒処分についての抗議行動、勤務時間内の職場集会、人員増加要求
活動、超過勤務命令撤回などの闘争において指導的な役割を果たしたとして、
国家公務員法の争議行為禁止規定、職務専念義務違反等を理由に、懲戒免職処
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分を受けた事案に関するものである。
①公務員に対する懲戒処分の意義
「公務員に対する懲戒処分は、当該公務員に職務上の義務違反、その他、単
なる労使関係の見地においてではなく、国民全体の奉仕者として公共の利益の
ために勤務することをその本質的な内容とする勤務関係の見地において、公務
員としてふさわしくない非行がある場合に、その責任を確認し、公務員関係の
秩序を維持するため、科される制裁である」
②懲戒処分の裁量権の範囲
「国公法は、同法所定の懲戒事由がある場合に、懲戒権者が、懲戒処分をす
べきかどうか、また、懲戒処分をするときにいかなる処分を選択すべきかを決
するについては、公正であるべきこと（74条 1 項）を定め、平等取扱いの原則
（27条）及び不利益取扱いの禁止（97条 3 項）に違反してはならないことを定
めている以外に、具体的な基準を設けていない。したがつて、懲戒権者は、懲
戒事由に該当すると認められる行為の原因、動機、性質、態様、結果、影響等
のほか、当該公務員の右行為の前後における態度、懲戒処分等の処分歴、選択
する処分が他の公務員及び社会に与える影響等、諸般の事情を考慮して、懲戒
処分をすべきかどうか、また、懲戒処分をする場合にいかなる処分を選択すべ
きか、を決定することができるものと考えられるのであるが、その判断は、右
のような広範な事情を総合的に考慮してされるものである以上、平素から庁内
の事情に通暁し、部下職員の指揮監督の衝にあたる者の裁量に任せるのでなけ
れば、とうてい適切な結果を期待することができないものといわなければなら
ない。それ故、公務員につき、国公法に定められた懲戒事由がある場合に、懲
戒処分を行うかどうか、懲戒処分を行うときにいかなる処分を選ぶかは、懲戒
権者の裁量に任されている」
③懲戒処分に対する司法審査
「懲戒権者が右の裁量権の行使としてした懲戒処分は、それが社会観念上著
しく妥当を欠いて裁量権を付与した目的を逸脱し、これを濫用したと認められ
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る場合でない限り、その裁量権の範囲内にあるものとして、違法とならないも
のというべきである。したがつて、裁判所が右の処分の適否を審査するにあた
つては、懲戒権者と同一の立場に立つて懲戒処分をすべきであつたかどうか又
はいかなる処分を選択すべきであつたかについて判断し、その結果と懲戒処分
とを比較してその軽重を論ずべきものではなく、懲戒権者の裁量権の行使に基
づく処分が社会観念上著しく妥当を欠き、裁量権を濫用したと認められる場合
に限り違法であると判断すべきものである」
一方、環昌一裁判官の反対意見は、公務員と政府との関係は「公務員の地位
の特殊性に基づく特別の関係としての面と実質上雇傭契約に類する合意の存在
に基づく労使関係としての面」があることを指摘した上で、免職処分について
は「特別の不利益を伴うもの」であることから、労使間の「信頼関係が失われ
その回復が至難であることが、客観的に十分な合理性をもって肯認できる場合
でなければならない」と説示している。これは、民間企業労働者の場合の解雇
権濫用法理（後述）と類似する考え方である。
本最判は、公務員の勤務関係は、単なる労使関係ではなく、「国民全体の奉
仕者として公共の利益のために勤務」することを本質的内容とする勤務関係で
あるという見地から、懲戒処分を行うかどうか、いかなる処分を選択すべきか
（効果裁量）について懲戒権者の広範な裁量に委ねられていると判示してい
る。神戸税関事件最判は、懲戒処分の効果裁量を認めているが、地公法29条 1
項 3 号（「全体の奉仕者たるにふさわしくない非行」）該当性の判断について
は、社会通念に即した客観的な事実認定の問題であり、法律が一義的で明確な
規定を置かないことによって行政に認められる裁量（対法律裁量）はあって
も、司法審査との関係での裁量（対司法裁量）は認められないと解される。
また、本最判は、国家公務員法が、公正原則（74条 1 項）、平等取扱原則
（27条）及び不利益取扱禁止原則（98条 3 項）以外に懲戒処分の具体的基準を
（3）
（ 3）　芝池義一『行政法読本〔第 3版〕』（有斐閣、2013年）66頁、68頁
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定めておらず、「広範な事情を総合的に考慮」してされるもので、「平素から庁
内の事情に通暁し、部下職員の指揮監督の衝にあたる者の裁量に任せるのでな
ければ、とうてい適切な結果を期待することができない」ことを理由に、「社
会観念上著しく妥当を欠いて裁量権を付与した目的を逸脱し、これを濫用した
と認められる場合でない限り」違法とならないとする判断枠組み（社会観念審
査）を示している。部下職員の指揮監督者の裁量から直ちに司法審査の消極原
則を導き出し、審査密度が限定された最小限審査（形式的社会観念審査）を行
うことにより、懲戒権者の行政裁量を最大限尊重する結果をもたらしているの
である。
最判のこのような考え方に対しては、公務員が全体の奉仕者としてされてい
るのは、国民主権制度における公務員制度の理念の転換を宣明したものにすぎ
ず、司法審査による保護が民間労働者ほど保障されなくてもやむを得ないとい
うものではないのではないか、民間企業の就業規則においても懲戒事由と処分
の選択についての明確な基準がなく、諸般の事情の総合的考慮を要することは
公務員の場合とかわりはないにもかかわらず、公務員の懲戒処分について任命
権者の裁量権を広く解する根拠とはなり得ないのではないかという疑問が呈さ
れている。本最判は、「特別権力関係」という表現は用いていないが、官公吏
関係における処分は原則として司法審査に服することがないという特別権力関
係のイデオロギーを背景としているとの指摘もみられる。行政庁の判断の自主
（4）
（ 5）
（ 6）
（ 7）
（ 8）
（ 9）
（ 4 ）　亘理格「行政裁量の法的統制」髙木光 =宇賀克也編『新 ・法律学の争点シリーズ 8
　行政法の争点』（有斐閣、2004年）118頁
（ 5）　常岡孝好「行政裁量の判断過程の統制」『法学教室』383号（2012年）16頁
（ 6）　曽和俊文「行政法を学ぶ　第12回　行政行為（ 4）行政裁量（その 2）・附款」『法学
教室』380号（2012年）52頁
（ 7）　岡村周一「判批」『民商法雑誌』82巻 1 号（1980年）96頁は、本件懲戒免職処分が労
働基本権の行使に対するものであることを指摘して多数意見に疑問を呈している。
（ 8）　阿部 ・前掲注（ 2） 7頁
（ 9）　室井力「判批」『ジュリスト』666号（1978年）48頁。塩野宏『行政法Ⅲ〔第 4版〕』
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性を尊重する審査方法については、行政事件訴訟法30条の規定の趣旨及びその
背後にある憲法の権力分立の原則に適ったものと評価する法務省訟務局関係者
の見解もある。しかし、裁量権行使の制約基準として示す「社会観念」の具体
的内容を問うことなく裁量判断を肯認することは、裁量の司法統制を無意味に
する危険をはらんでおり、当該裁量処分を適法であると説明するための便宜的
殺し文句として使われている疑いがある、それが抽象的にすぎ、裁量統制の基
準として必ずしも有効ではない、といった批判がある。また、多数意見が免職
処分と他の懲戒処分を区別していないことから、免職処分には比例原則が厳格
に適用されるべきことも指摘されている。
次に、懲戒行為に該当する行為の「原因、動機、性質、態様、結果、影響
等、当該公務員の前後における態度、処分歴、処分が他の公務員及び社会に与
える影響等」、諸般の事情を考慮して懲戒処分をすべきかどうか、懲戒処分を
する場合にいかなる処分を選択すべきか、を決定すべきという説示について本
最判の調査官解説は、「当然考慮されてしかるべき重要な要素が考慮されてい
たのかどうかあるいは考慮されてはならない要素が考慮されていなかったかど
うか、その考慮の有無の結果、処分が著しく妥当を欠く結果になっていないか
どうか」という観点から裁量審査を行ったものと述べている。この点につい
（10）
（11）
（12）
（13）
（14）
（有斐閣、2012年）336頁は、特別権力関係という言葉は用いていないとしても、民間の
場合と異なり、実質上、任免担当者の判断（行政的判断）に優位性を認めたものと指摘
する。
（10）　玉田勝也「国家公務員法上の争議行為禁止規定と懲戒処分」『法律のひろば』31巻 3
号（1978年）24頁
（11）　田村悦一「判批」『別冊ジュリスト　150号　行政判例百選Ⅰ〔第 4版〕』（1999年）
175頁
（12）　東條武治「判批」『民商法雑誌』79巻 4 号（1979年）607頁
（13）　宮田三郎「司法審査の密度」『公務員判例百選36事件（別冊ジュリスト　88号）』
（1986年）79頁
（14）　阿部 ・前掲注（ 2） 9頁。
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て、最高裁が判断過程審査を行ったもの見方がある
（15）
。しかし、当該説示部分
は、裁判所の審査権が及ばない部分が存在することを前提に懲戒権者の広範な
効果裁量を強調するコンテクストで用いられており、複数の考慮要素を摘示し
つつも、処分庁の判断過程に立ち入った考慮要素間の比較衡量（重み付け）を
行っているわけではないため、判断過程審査を意図したものとはいい難いと思
われる
（16）
。
一方、本最判については、公務員の懲戒処分に関する司法審査の範囲を決定
するのは、裁量権濫用統制か比例原則審査かではなく、むしろそれ以前の行為
に対する裁判所の評価（悪質か、軽微かなど）であり
（17）
、最高裁は、原審査の下
した評価を全面的にくつがえし、逐一自己の評価を加え、自己の見解を前面に
出しているのであるから、司法消極主義ではなく、むしろ積極的に労働問題に
介入していると解しうる
（18）
との指摘もなされている。本最判は各々の争議行為の
内容、態様等について詳細に事実認定を行った上で、懲戒免職処分が妥当とい
う判断を示していることからすれば
（19）
、決して謙抑的な審査を行ったというわけ
（15）　渡辺康行「『日の丸 ・君が代訴訟』を振り返る - 最高裁諸判決の意義と課題」『論究
ジュリスト』 1号（2012年）117頁は、「調査官解説は判断過程統制の観点から説明し
た」と述べる。また、橋本博之『行政判例と仕組み解釈』（弘文堂、2009年）160頁は、
「効果裁量につき判断要素 ・考慮要素に着目した判断過程統制手法（判断過程の合理性
の審査手法）を用いるべきことを明確に示した」と述べる。
（16）　常岡 ・前掲注（ 5）17頁は、最高裁は、処分の正当性を肯定する方向の事情と否定す
る方向の事情とが併存 ・混在していることを認めつつ、処分の正当性を肯定する方向の
事情のみを優先 ・重視して結論を下しているとする。
橋本基弘「地方公務員に対する懲戒処分とその統制」『法学新報』122巻 9 ・ 10号（2016
年）305頁は、昭和52年判決が、非違行為の動機や原因、性質、態様、結果、影響を考
慮しつつ処分を決定することを求めていることから、「適用次第では、相当厳格な基準
となり得る可能性をも秘めていた」と指摘する。
（17）　阿部 ・前掲注（ 2） 9頁
（18）　阿部 ・前掲注（ 2）12頁は、最高裁と立場を異にする下級審の行政に対する介入を防
ごうとする政治判断があると指摘している。
（19）　藤田宙靖『裁判と法律学「最高裁回顧録」補遺』（有斐閣、2016年）320頁の対談にお
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でもない。少なくとも公務員の争議行為や政治的行為に対する違法性の評価に
ついては、自らの判断を優先させる「代置的な審査」（結果的に懲戒権者の判
断と一致する）を行っていると考えることも、あながち不可能ではないように
思われる
（20）
。
2 ．最判平成24年 1 月16日判時2147号127頁（東京都国歌斉唱不起立事件）
①本件懲戒処分の違法性判断枠組み
「公務員に対する懲戒処分について、懲戒権者は、懲戒事由に該当すると認
められる行為の原因、動機、性質、態様、結果、影響等のほか、当該公務員の
上記行為の前後における態度、懲戒処分等の処分歴、選択する処分が他の公務
員及び社会に与える影響等、諸般の事情を考慮して、懲戒処分をすべきかどう
か、また、懲戒処分をする場合にいかなる処分を選択すべきかを決定する裁量
権を有しており、その判断は、それが社会観念上著しく妥当を欠いて裁量権の
範囲を逸脱し、又はこれを濫用したと認められる場合に、違法となるものと解
される」
②本件不起立行為の性質 ・態様
「不起立行為等の性質、態様は、全校の生徒等の出席する重要な学校行事で
ある卒業式等の式典において行われた教職員による職務命令違反であり、…学
校の儀式的行事としての式典の秩序や雰囲気を一定程度損なう作用をもたらす
ける中川丈久発言は、神戸税関事件最高裁判決は、「懲戒処分やむなしと言えるだけの
事情が多々あることを指摘する判決」で、これまでの学説にいわれてきたような緩い裁
量審査をしているようには見えないと指摘している。本事案の場合、被処分者の一連の
言動などから何らかの「懲戒処分」がなされることはやむを得ないとしても、「懲戒免
職」やむなしとは、言い難いと思われる。
（20）　桑原勇進「判比」『判例評論』596号（2008年） 4頁（判例時報2011号166頁）は、「考
慮事項取捨選択及び評価 ・重み付け」については、断言はできないものの、「判断代置
（厳格審査）あるいは合理性審査」をし、「最終的判断については明白性審査をした」も
のと分析している。
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ものであって、それにより式典に参列する生徒への影響も伴うことは否定し難
い。…他方、不起立行為等の動機、原因は、当該教職員の歴史観ないし世界観
等に由来する「君が代」や「日の丸」に対する否定的評価等のゆえに、本件職
務命令により求められる行為と自らの歴史観ないし世界観等に由来する外部的
行動とが相違することであり、個人の歴史観ないし世界観等に起因するもので
ある。また、不起立行為等の性質、態様は、上記アのような面〔不起立行為等
により生じる悪影響〕がある一方で、積極的な妨害等の作為ではなく、物理的
に式次第の遂行を妨げるものではない。…当該行為のこのような性質、態様に
鑑み、当該式典の進行に具体的にどの程度の支障や混乱をもたらしたかは客観
的な評価の困難な事柄である」
③戒告処分の違法性
「本件職務命令の違反に対し、教職員の規律違反の責任を確認してその将来
を戒める処分である戒告処分をすることは、学校の規律や秩序の保持等の見地
からその相当性が基礎付けられるものであって、法律上、処分それ自体によっ
て教職員の法的地位に直接の職務上ないし給与上の不利益を及ぼすものではな
いことも併せ考慮すると、将来の昇給等への影響や…条例及び規則による勤勉
手当への影響を勘案しても、過去の同種の行為による懲戒処分等の処分歴の有
無等にかかわらず、基本的に懲戒権者の裁量権の範囲内に属する事柄というこ
とができると解される。…本件職務命令の違反に対し 1回目の違反であること
に鑑みて訓告や指導等にとどめることなく戒告処分をすることに関しては、こ
れを裁量権の範囲内における当不当の問題として論ずる余地はあり得るとして
も、その一事をもって直ちに裁量権の範囲の逸脱又はその濫用として違法の問
題を生ずるとまではいい難い。」
④減給処分の違法性
「不起立行為等に対する懲戒において戒告を超えてより重い減給以上の処分
を選択することについては、本件事案の性質等を踏まえた慎重な考慮が必要と
なる…減給処分は、処分それ自体によって教職員の法的地位に一定の期間にお
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ける本給の一部の不支給という直接の給与上の不利益が及び、将来の昇給等に
も相応の影響が及ぶ上、本件通達を踏まえて毎年度 2回以上の卒業式や入学式
等の式典のたびに懲戒処分が累積して加重されると短期間で反復継続的に不利
益が拡大していくこと等を勘案すると…戒告を超えて減給の処分を選択するこ
とが許容されるのは、過去の非違行為による懲戒処分等の処分歴や不起立行為
等の前後における態度等…に鑑み、学校の規律や秩序の保持等の必要性と処分
による不利益の内容との権衡の観点から当該処分を選択することの相当性を基
礎付ける具体的な事情が認められる場合であることを要すると解すべきであ
る。したがって、不起立行為等に対する懲戒において減給処分を選択すること
について、上記の相当性を基礎付ける具体的な事情が認められるためには、…
過去の処分歴に係る非違行為がその内容や頻度等において規律や秩序を害する
程度の相応に大きいものであるなど、過去の処分歴等が減給処分による不利益
の内容との権衡を勘案してもなお規律や秩序の保持等の必要性の高さを十分に
基礎付けるものであることを要する」
「過去の懲戒処分の対象は、約 2年前に入学式の際の服装及びその後の事実
確認に関する校長の職務命令に違反した行為であって積極的に式典の進行を妨
害する行為ではなく、当該 1回のみに限られており、本件の不起立行為の前後
における態度において特に処分の加重を根拠付けるべき事情もうかがわれない
こと等に鑑みると…学校の規律や秩序の保持等の必要性と処分による不利益の
内容との権衡の観点から、なお減給処分を選択することの相当性を基礎付ける
具体的な事情があったとまでは認め難」く、「過去に入学式の際の服装等に係
る職務命令違反による戒告 1回の処分歴があることのみを理由に…懲戒処分と
して減給処分を選択した都教委の判断は、減給の期間の長短及び割合の多寡に
かかわらず、処分の選択が重きに失するものとして社会観念上著しく妥当を欠
き、…懲戒権者としての裁量権の範囲を超えるものとして違法の評価を免れな
い」
本判決は、戒告処分と減給以上の処分を区分し、後者について「処分を選択
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することの相当性を基礎付ける具体的な事情」が必要と指摘して違法と判示し
た。これは、一定の期間における本給の一部の不支給という直接の給与上の不
利益や将来の昇給等への相応の影響といった、処分のもたらす結果の重大性に
着目して、社会観念審査の枠組みの中で比例原則の観点からの統制
（21）
を図ったも
のと解される。このような判断がなされた要因として、①本件不起立行為等の
「動機、原因」が、当該教職員の歴史観ないし世界観等に由来する「君が代」
や「日の丸」に対する否定的評価等に起因するものであり、思想 ・良心の自由
という憲法上の権利に対する間接的制約となりうる一方、行為の「性質、態
様」については式典の「積極的な妨害」ではなく、「結果、影響」も「客観的
な評価の困難」な事柄であること、②都教委の処分量定方針（裁量基準）によ
ると懲戒処分が累積して加重されて（職務命令違反について、 1回目は戒告、
2回目は減給 1月、 3回目は減給 3月、 4回目は停職）、反復継続的に不利益
が拡大していくという機械的 ・硬直的なもの
（22）
となっているところ、被処分者の
過去の懲戒対象行為は積極的に式典の進行を妨害する行為ではなく、減給処分
の相当性を基礎づける具体的事情が存在していなかったということが挙げられ
る。このような機械的かつ一律的な加重を定めた裁量基準自体の違法性は否定
できないと考えられる。
裁量審査については、神戸税関事件最判の示した社会観念審査の判断枠組み
（21）　原島啓之「判批」『法政研究』79巻 4 号（2013年）73頁は、神戸税関事件の判断枠組
を維持しながらも、比例原則の考え方を厳格に要求することによって裁量統制を強化し
た判決とする。また、渡辺 ・前掲注（15）117頁は、「比例原則の思考を基礎に据えた総
合衡量の手法」を裁量審査に導入し、「公権力の側に最小限度の寛容を求めたもの」と
指摘する。
（22）　裁量基準の機械的適用を問題にすることで減給以上の処分に対する高密度の審査を可
能にしたと指摘するものとして、下井康史「判批」『地方自治判例百選〔第 4版〕』（有
斐閣、2013年）133頁、北村和生「判批」『新 ・判例解説　Watch（法学セミナー増刊）』
11号（2012年）52頁。野田崇「行政裁量の所在と司法審査 - 覊束行為と自由裁量行為」
『法学教室』401号（2014年）13頁は、社会観念審査であっても、具体的な審査基準のあ
り方次第では審査密度が高まるとする。
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を維持しつつも、「社会観念上著しく妥当性を欠く」か否かの審査を行う際、
学校の規律や秩序の保持等の必要性と処分による不利益の内容との権衡の観
点
（23）
に着目して考慮事項についての立ち入った判断を示すことにより、比較的高
密度の審査が行われている。とりわけ、神戸税関事件最判の示した、「平素か
ら庁内の事情に通暁し、部下職員の指揮監督の衝にあたる者の裁量に任せるの
でなければ、とうてい適切な結果を期待することができないものといわなけれ
ばならない…懲戒処分を行うかどうか、懲戒処分を行うときにいかなる処分を
選ぶかは、懲戒権者の裁量に任されている」という、懲戒権者に広範な裁量を
認めて司法審査の及ばない部分を強調した判示部分を引用していないことも、
懲戒処分における考慮事項に対する具体的審査を可能とすることにつながった
といえる
（24）
。また、戒告を標準として設定して、これを超える処分を行うには、
処分を行うだけの相応の理由が必要であること、その理由は処分権者が主張す
べきことを求めていることから、これよりも重い減給、停職、免職の処分を選
択することは処分権者の完全な裁量には属さないことが明らかにされた
（25）
。本判
決が比例原則の観点から、懲戒処分の内容と非違行為の重大性との均衡の必要
性を要求し、減給以上の処分の硬直的な適用に歯止めをかけたという点は、評
価に値するものであり、その後の下級審判決も本判決の趣旨に沿う形で、減給
（23）　倉科直文「公務員懲戒事案における行政裁量の統制に関する法理の展開について～最
高裁平成24年 1 月16日判決を素材に」『明治大学法科大学院論集』12号（2013年）265頁
は、機械的累積処分加重のシステムにより短期間に累積加重されていくことの実質的
「過酷さ」に対する考慮と、「学校の規律や秩序の保持等の必要性」に基づく処分の必要
性の権衡の観点から、戒告を超える重い処分を行うことについての相当性を、他の考慮
事項を含めて具体的に検討するという「判断過程審査」的アプローチをとったものと説
明している。
（24）　渡辺 ・前掲注（15）116頁
（25）　橋本 ・前掲注（16）312頁。同323頁は、平成24年最判は、アメリカ法における「より
制限的でない規制方法（LRA基準）」と同様の旨趣の審査手法をとったものと評してい
る。
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以上の処分を違法と判示したものが出されている
（26）
。なお、本判決について、短
期間に同様の職務命令違反を繰り返す職員について戒告処分を繰り返すだけで
はその後の職務命令違反行為を防止する効果は期し難いとして一段重い減給処
分を選択した任命権者の判断は、合理的な裁量の範囲内にあると考えられると
した上、本判決の論旨は神戸税関事件最判の判旨と矛盾する判断代置型審査を
行ったものとの批判
（27）
がある。しかし、この見解は、国歌斉唱を求める職務命令
に違反したことを理由とする本件懲戒処分が、教職員の思想 ・良心の自由の
「間接的制約」（最判平成23.6.6民集65巻 4 号1855頁等参照）をもたらすものと
なっているという、通常の非違行為の場合とはまったく異質なものであるこ
と、処分の機械的な一律加重を定めた裁量基準自体に違法性が内在することな
どを看過しているように思われる。また、後述のように近年の最高裁判決は、
社会観念審査に判断過程審査を結び付けた実質的審査を行うことにより、審査
密度の向上を図ろうとしていることに留意しなければならない。
そもそも本事案の場合、職務命令違反による不起立行為により式典進行上客
観的な支障や混乱は生じておらず、職務命令そのものの適法性にも疑義があ
る
（28）
ことから、懲戒処分を行うこと自体が比例原則に反する可能性があり、せい
ぜい口頭訓告や文書訓告といった法律上の懲戒の前段階のペナルティーを科す
ことで十分であったと思われる。もちろん、そのような事実行為としての制裁
であっても、その後の人事評価や昇任の面で他の職員よりも不利益な取り扱い
を受けることが想定される。まして戒告処分を受けた場合、宮川裁判官の反対
（26）　東京地判平成24.4.19労判1056号58頁、東京高判平成24.10.31労判ジャーナル11号15
頁、東京地判平成25.12.19LEX/DB 文献番号25502680、東京高判平成27.5.28判時2278号
21頁、東京高判平成28.7.19判自414号48頁など
（27）　猪野積『地方公務員制度講義〔第 5版〕』（第一法規、2016年）114頁
（28）　木村草太「判批」『判例セレクト2012〔Ⅰ〕』（法学教室389号別冊付録）（2013年） 7
頁は、「故意に違反されても客観的に認定可能な支障や混乱の生じない命令は、必要性
がなく違法」と指摘する。
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意見
（29）
が指摘しているように、処分履歴として残り、勤勉手当の減額や昇給延
伸
（30）
、退職金支給額の減少などの経済的な不利益あるいは再雇用への影響は避け
られず、著しい不利益を被ることは明白であることから、戒告であっても「処
分を選択することの相当性を基礎づける具体的事情」が必要
（31）
と考えるべきであ
る。この点で、本判決が戒告処分に対するハードルを下げる結果をもたらした
ことについては疑問がある
（32）
。
本件事案の発端は、都教委が2003年10月23日付けで「入学式、卒業式等にお
ける国旗掲揚及び国歌斉唱の実施について」という通達を発出するとともに、
同日に開催された説明会において各都立学校長に対し、全教職員に対して式典
に出席し起立斉唱する命令を出すことを求めたことであり、席上、都教委人事
部長からは「職務命令を出して、教員を従わせることが大事である」旨の指示
がされていた。本件通達と職務命令は、行事の円滑な進行という観点からでは
なく、命令への服従自体を目的としており、本件懲戒処分は、職務命令違反者
に制裁を科すという観点から、そのための手段として用いられたのであれば、
（29）　宮川反対意見は、刑事罰の対象となる行為や性的非行についても、量定上戒告処分に
とどまる例が少なくないと思われること、平成16年から18年度において非違行為と認め
られた者のうち懲戒処分を受けたのは 4分の 1にも満たないことから、戒告処分であっ
ても、一般的には、非違行為の中でもかなり情状の悪い場合にのみ行われるものという
ことができることを挙げて、本件戒告処分は過剰に過ぎ、比例原則に反すると説示して
いる。
（30）　阿部泰隆「公務員法における裁量問題」『公法研究』33号（1971年）208頁は、戒告と
昇給延伸は実質的に結合しているとみるべきであるから戒告は昇給延伸という不利益を
課すに価する非行であってはじめてなしうると指摘する。
（31）　北村 ・前掲注（22）52頁、田中謙「判比」『判例地方自治』365号（2013年）50頁、
（32）　雪竹奈緒「東京「君が代」訴訟　裁量権逸脱 ・濫用に関する判断 -2012年 1 月16日最
高裁第一小法廷判決」『労働法律旬報』1768号（2012年）20頁は、最高裁が戒告処分を
適法としたのは、職務命令そのものを合憲合法なものとして認めてしまった以上、それ
に違反したことに対する懲戒処分をすべて否定するわけにはいかない、という政治判断
によるものではないかと考えられると指摘する。
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他事考慮 ・動機の不正の疑いもある
（33）
。本来、知事から独立した執行機関である
はずの教育委員会が、現行憲法に対して否定的な政治信条をもつ当時の都知事
の姿勢を忖度することにより、一定の思想信条や教育理念をもつ教員を 2カ年
度という短期間で教育現場から放逐することを想定して一連の行為がなされて
いたとすれば、知事のもつ特定の思想 ・信条を個々の教員に強制することと同
義であり、この点からも、本件事案をめぐる都教委の一連の行為は、極めて特
異なものであったといわなければならない
（34）
。
第 2章　公務員懲戒処分に対する裁量審査のあり方
本章では、懲戒免職処分が違法として取り消された比較的最判の裁判例を中
心に、内容と裁量審査のあり方を検討してみたい。
⑴　飲酒運転
①福岡高判平成18.11.9判タ1251号192頁（熊本県中学校教員懲戒免職事件）
中学校教員が酒気帯び運転で検挙された後、 2時間ほどの仮眠をとり、代行
運転を依頼したものの断られたために自動車を運転し、再度酒気帯び運転で検
挙されたこと、生徒の成績や名簿などを保存した光磁気ディスクを紛失したこ
とを理由として懲戒免職処分を受けた事案に係るものである。県教委の懲戒処
分の指針における処分標準例は、酒気帯び運転の場合は停職、個人情報の紛失
の場合は減給又は戒告、複数の非違行為等に該当する場合、標準例より更に重
い処分を行うこともある旨規定されていた。
判決は、非違行為が複数ある場合に一段重い処分を選択する加重処分条項の
適用について、減給にしか当らない非違行為が複数ある場合は、可能な限り減
（33）　岡田正則「教育公務員の懲戒処分に関する裁量権の逸脱 ・濫用の違法について」
『Law&Practice』 5 号（2011年）197頁
（34）　思想的立場を同じくする人物の教育委員任命など、石原都政下の教育人事への統制強
化を指摘するものとして、河合美喜夫「教育内容に踏み込む東京の新たな管理統制の動
き」前掲注（32）43頁。河合氏は現職の都立高校教員（執筆当時）である。
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給処分の範囲内での処分にとどめ、停職にしか当らない非違行為が複数ある場
合は、できる限り停職処分の範囲内での処分にとどめるべきであるとした上、
「免職処分は、当該職員の職員としての身分を失わせ、職場から永久に放逐す
るというこれ以上ない厳しい処分」であるから、「当該非違行為自体が免職に
相当するという場合であればともかく、加重処分として免職を選択するについ
ては、当該非違行為そのものの行状はもとより、それに至る経緯、動機及びそ
の後の経過をはじめ日ごろの勤務実績に至るまで、当該職員をめぐるあらゆる
事情を総合考慮した上で、なお当該職員を職員としての地位にとどめ置くこと
を前提とした懲戒処分（すなわち停職以下）では足りないという場合に、はじ
めてその相当性が肯定される」と説示した。そして、酒気帯び運転をした経緯
は、たまたま、宴会の最中に、紛失した本件ＭＯの拾得者が判明した旨の電話
があり、所得者と当日待ち合わせて、ＭＯを受け取る約束ができたからであっ
て、当初から酒気帯び運転をするつもりであったわけではなかったこと、 2回
にわたる酒気帯び運転のそれぞれに先立ち、いったんは運転代行業者に連絡し
て代行運転者の派遣を要請したものの、いずれも断られたために、本件酒気帯
び運転をしたものであること、事故を伴っていないこと、免職処分を受けた教
職員は勤務成績が極めて良好であり、教え子や父兄からも高い評価と信頼を獲
得していたことなどの諸事情を総合的に考慮するならば、免職処分は、加重処
分の判断基準に照らして重きに失するものとしている。
②大阪高判平成21.4.24労判983号88頁（加西市職員懲戒免職事件）
自身が居住する地区の役員に草刈り機の操作方法を説明するため、作業現場
に立ち会って帰宅後、役員の一人から電話で食事に誘われため、自宅から約
1.5キロメートルの焼肉店に自家用車で赴き、役員から勧められ、断るのがは
ばかられてビールを中ジョッキ 1杯、日本酒 1合を飲み、帰宅するため約400
メートルを時速40キロメートルで走行中、パトカーに追尾、検挙された事案で
ある。同市では、平成18年に福岡市職員や兵庫県姫路市職員の飲酒運転により
交通死亡事故が起こったこと等を契機として、酒気帯び運転に対する量定は、
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事故の有無にかかわらず原則免職とし、酌量すべき事情がある場合に限って停
職とする取扱いに変更されていた。なお、処分を行うに際しては、〔 1〕非違
行為の動機、態様及び結果、〔 2〕故意又は過失の度合、〔 3〕当該職員の職務
上の地位、〔 4〕他の職員及び社会に与える影響、〔 5〕過去の非違行為の有
無、〔 6〕日頃の勤務態度及び勤務成績、〔 7〕非違行為後の対応等の基本事項
及び標準量定を総合的に勘案して処分の量定を決定することとされていた。
判決は、神戸税関事件最判の判旨を一部引用して、懲戒処分は市長の裁量に
より決定することができるとしつつ、「その裁量も全くの自由裁量ではないの
であって、決定された懲戒処分が社会通念上著しく妥当を欠いて苛酷であると
か、著しく不平等であって、裁量権を濫用したと認められる場合、公正原則、
平等原則に抵触するものとして違法」と説示する。そして、本件指針につい
て、「飲酒運転を行えばその他の具体的な事情を一切考慮することなく画一
的 ・自動的に懲戒免職処分とするものではないことが認められ、このことから
すれば、本件指針そのものが、直ちに職員にとって苛酷にすぎるということは
できない」ことから「一応の合理性」が認められ、懲戒権者の裁量の範囲内に
あるものとしたものの、非違行為については、職務とは無関係に、休日に行っ
た本件酒気帯び運転であり、運転時間も走行距離も短く、酒気帯び運転以外の
法律違反を犯したわけでもないこと、呼気から検知されたアルコール量は、道
路交通法違反として処罰される最下限の水準（呼気 1リットル中0.15ミリグラ
ム）にすぎなかったことなどから、悪質さの程度が高いわけではないと評価し
ている。そして、免職によって「直ちに職を失って収入の道が閉ざされ、退職
金さえ失うのであって、これによって被処分者が被る有形 ・無形の損害は甚大
である」ことから、懲戒権者が懲戒免職処分を行うに際しては、「当該非違行
為との均衡を失することのないよう慎重な対応が求められる」として、懲戒免
職処分をもって臨むことは、社会通念上著しく妥当性を欠いて苛酷であり、裁
量権の逸脱、濫用にあたるとして違法と判示している。
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③東京高判平成24.8.16LEX/DB文献番号25482550（千葉県職員懲戒免職事件）
県の要綱等は、飲酒運転で交通事故を起こした職員は免職とし、その勘案要
素を規定していたところ、国や市の職員と飲酒した翌朝、原動機付自転車を運
転して出勤中に対向車に接触する物損事故を起こし、酒気帯び運転として有罪
判決を受けたことで懲戒免職処分を受けた県職員に係る事案である。
判決は、神戸税関事件最判を引用しつつ、本件非違行為が飲酒の直後又は間
もない時間にされたものではなく、飲酒の終了から 8時間20分程度の時間が経
過しており、相応の睡眠を取っていたこと、通常はバスと電車で通勤していた
が、普段よりも遅く家を出ることになったため原動機付自転車を運転したこ
と、本件非違行為は通勤の際のものであり、公務遂行上のものではないこと、
事故後の不適切な処理や虚偽の報告又は不報告がないこと、職員としての35年
間にわたる勤務成績は良好であり、懲戒処分その他を受けたこともなく、交通
違反等を起こしたこともなかったこと、などの要素が考慮対象となるとする。
そして、公務員に対する免職処分は、職員としての身分を奪うもっとも重い懲
戒処分であり、当該職員に対して極めて深刻で重大な影響を及ぼすものである
から、当該職員にとって有利な事情を正当に考慮していれば、本件処分の結論
は異なるべきところ、「処分行政庁は、本件処分に当たって、これらを考慮せ
ず、あるいはその評価を誤り、また本件要綱 3条の懲戒処分の軽減要素につい
ての評価を誤り、その結果として、免職以外の処分を選択しなかった」と指摘
して、本件処分は、社会観念上著しく妥当を欠き、懲戒権者の裁量権を逸脱し
たもので、違法と判示した。
飲酒翌日における酒気帯び運転の事案については、この他、秋田地判平成
24.3.23LEX/DB 文献番号25480803（秋田県高校教員懲戒免職事件）は、飲酒
運転に対する懲戒処分の標準例は、「緊急避難的行為等特別な事情がある場合」
を除き、免職、事案によっては量定を加重し又は軽減することがあるとされて
いたところ、具体的な懲戒処分の量定の決定に当たっては、勘案事情を総合的
に考慮した上で判断するものとされていた。判決は、「懲戒処分としての免職
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は、公務員に対し、その身分を失わせる重大な処分であることも考慮すると、
本件基準に従って免職処分とする場合には、飲酒運転の故意又は過失の程度は
十分に考慮されなければならない」として、前夜、飲酒して就寝し、翌朝出勤
する途上、飲酒から約 8時間を経過した後にアルコールが検知された事案につ
き、飲酒運転の故意又は過失の程度が大きいとまではいうことはできないこと
から、免職処分をもって臨むことは、社会観念上著しく妥当を欠くものといわ
ざるを得ないと判示している。
④神戸地判平成25.1.29　労判1070号58頁（姫路市消防職員懲戒免職事件）
同窓会で飲酒後、原動機付自転車を運転して帰宅中、転倒して自損事故を起
こした消防職員に係る事案である。市では、平成18年に福岡市職員の飲酒運転
により交通死亡事故が起こったことに続いて、市職員が飲酒運転で死傷事故を
起こしたことを契機として懲戒処分に関する基準及び標準例を改正し、「酒気
帯び運転」をしたものは原則免職とし、特段の事情がある場合に限って停職と
する取扱いとしていた。
判決は、本件基準 ・標準例の合理性について、「画一的自動的に懲戒免職処
分がされるわけではない」ことから、「本件指針及びその運用それ自体につい
ては、一応の合理性がある」とする。本件処分の違法性については、消防職員
の職責について、「交通違反を取り締まるべき立場にある警察官や、生徒 ・児
童の規範となるべき教職員が酒気帯び運転を行った場合と比較すれば、そのよ
うな場合と同程度に非難に値するといえるかについては疑問の余地があり、消
防職員の職責を過度に重視することは相当でない」こと、前科前歴も懲戒処分
歴もない同市職員が飲酒運転以外の交通事故によって「人に傷害を負わせた」
という場合、本件基準の標準例によれば減給又は戒告という懲戒処分を受ける
にとどまることとされている（事故後の措置義務違反をした場合でも停職又は
減給にとどまる。）ことに照らすと、「第三者に具体的な被害を生じさせていな
い本件酒気帯び運転によって直ちに免職とするのは、非違行為と懲戒処分の均
衡を欠くきらいがあるといわざるを得ない」こと、「懲戒免職という処分は、
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公務員にとって著しい不名誉であるだけではなく、これにより、当該公務員
は、直ちに職を失って収入が閉ざされ、退職金の全部又は一部を失うことにな
るなど…これによって当該公務員が被る有形 ・無形の損害は甚大であって、ま
さに当該公務員の半生を棒に振らせるに等しいのであるから、懲戒免職処分を
行う際には、処分権者の側にも相応の慎重さが求められる」ことを指摘して、
「自損事故を惹起したにとどまる本件酒気帯び運転に対し、懲戒免職処分で臨
むことは、…社会通念上著しく妥当性を欠き、裁量権を逸脱したもの」である
とした。
以上、飲酒運転の事案に係る懲戒免職処分について裁判所は、適法性審査の
基準として神戸税関事件最判の判旨を引用していても、非違行為に至った動
機、非違行為の態様（事故発生の有無等）、非違行為後の態度、日頃の勤務成
績、被処分者に及ぼす不利益の程度などの諸事情を総合的に考慮し、考慮要素
についても裁判所自ら重み付けを行うなど審査密度を高めてきている
（35）
。とりわ
け免職処分を行うについては、懲戒処分基準 ・処分量定の内容や運用自体の適
否についても評価した上で慎重な配慮を懲戒権者に求めるものが少なくなく、
比例原則を重視する考え方が定着しているといえる。
公務員の飲酒運転については、2001年の危険運転致死罪創設による飲酒運転
の厳罰化や2006年に発生した福岡市職員による飲酒運転死亡事後などをきっか
けとして世間の厳しい目が向けられるようになり、懲戒処分もこれにあわせて
厳格化されてきたという流れがある。飲酒運転は厳に抑制しなければならない
ことはいうまでもないが、「飲酒運転即免職」といった処分量定（裁量基準）
や、当該非違行為における責任の程度など具体的な事情を十分に考慮すること
なく行われた処分については、比例原則違反として違法と認定される可能性が
高いといえる
（36）
。飲酒運転撲滅という倫理を先行させ、ややもすれば機械的に免
（35）　阿部泰隆『行政法解釈学Ⅰ』（有斐閣、2008年）396頁は、神戸税関最判は、「最高裁
神戸税関判決はもはや通用力を失っている」と指摘する。
（36）　阿部泰隆「自治体訴訟法務と裁判」『自治体政策法務－地域特性に適合した法環境の
102
公務員懲戒処分と退職手当支給制限処分をめぐる裁量統制に関する考察
職処分が選択されてきたのは、自治体が裁量行為の限界を十分に認識していな
いことにも要因があると思われる。そもそも、懲戒処分にあたっては、合理的
な裁量基準が合理的に適用され、裁判所の審査によって適法と認められること
で、裁量基準についても法的拘束力が認められる
（37）
と考えることが適切である。
⑵　ハラスメント行為
職場におけるセクシャル ・ハラスメントについては、1999年 4 月に施行され
た改正男女雇用機会均等法は「職場において行われる性的な言動に対するその
雇用する女性労働者の対応により当該女性労働者がその労働条件につき不利益
を受け、又は当該性的な言動により当該女性労働者の就業環境が害されるこ
と」（均等法11条 1 項）と規定し、その防止について雇用管理上必要な配慮を
事業主に義務づけており
（38）
、同法は公務員に対しても適用される
（39）
。事業主が雇用
管理上配慮すべき具体的な事項については、労働大臣（現厚労大臣）が定める
こととされており（同条 2項）、「事業主が職場における性的な言動に起因する
問題に関して雇用管理上配慮すべき事項についての指針」（1998年 3 月13日労
働省告示20号）及び均等法解釈通達（1998年 6 月11日付女発168号）
（40）
が示されて
創造』（有斐閣、2011年）323頁、三浦大介「公務員の飲酒運転と懲戒処分」『法学教室』
364号（2011年） 2頁
（37）　常岡孝好「裁量基準の実体的拘束度－脱 ・手続的アプローチ、脱 ・自己拘束論」髙木
光 =交告尚史 =占部裕典 =北村喜宣 =中川丈久編『阿部泰隆先生古稀記念　行政法学
の未来に向けて』（有斐閣、2012年）709頁
（38）　指針は、①事業主の方針等の明確化及びその周知 ・啓発、②相談 ・苦情への対応に必
要な体制の整備、③職場におけるセクシュアルハラスメントに係る事後の迅速かつ適切
な対応を挙げている。
（39）　国家公務員については、セクシャル ・ハラスメント防止対策は人事院規則10-10（セ
クシャル ・ハラスメントの防止等）で定められている。
（40）　同通達によると「性的な言動」には、①「性的な発言」として、性的な事実関係を尋
ねること、性的な内容の情報（噂）を意図的に流布することのほか、性的冗談、からか
い、食事 ・デート等への執拗な誘い、個人的な性的体験談を話すこと等が、②「性的な
行動」として、性的な関係の強要、必要なく身体に触ること、わいせつな図画（ヌード
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おり、悪質なハラスメントについては、地方公務員の場合、信用失墜行為（地
公法33条）、全体の奉仕者にふさわしくない非行（同法29条 1 項 3 号）に該当
する可能性がある。
①東京地判平成27.10.26判時2297号22頁
本判決は、都立高校教員である原告が、自らが担任するクラスの女子生徒に
対し、わいせつな内容を含む不適切なメールを多数送信し、恋愛感情等に基づ
いて生徒に金品を与え、校外で会うなどの非違行為をしたとして、懲戒免職処
分を受けた事案に関するものである。認定された複数の非違行為は、処分量定
上「停職」又は「減給 ・戒告」に該当する行為であったが、都教委は、原告の
行った非違行為の悪質性、教員としての倫理観の欠如などから、免職相当の処
分量定（「性行為を行った場合」、「直接陰部に触れた場合」及び「キスをした
場合」）と同価値の非違行為にあたるとして懲戒免職処分としたものである。
判決は、「本件処分量定が非違行為の類型ごとに標準的な処分量定を示してい
るのは、懲戒権者の判断が恣意に流れることのないように判断の基準を示して
いるものと解され、特に重い処分である免職が選択された場合、職員に与える
ポスター等）を配布、掲示することのほか、強制わいせつ行為、強姦等が含まれる。
職場におけるセクシャル ・ハラスメントには、性的な言動に対する女性労働者の対応に
より、当該女性労働者が解雇、配置転換など労働条件について不利益を受けるもの（対
価型）と、当該性的な言動により女性労働者の就業環境が害されるもの（環境型）があ
る。なお、「就業環境を害される」の判断に当たっては、女性労働者の主観を重視しつ
つも、一定の客観性が必要であることから、「平均的な女性労働者の感じ方」を基準と
することが適当とされている。ただし、女性労働者が明確に意に反することを示してい
るにも関わらず、さらに行われる性的言動は職場におけるセクシュアルハラスメントと
解されうる。
　「職場」には、業務を遂行する場所であれば、通常就業している場所以外の場所で
あっても、取引先の事務所、取引先と打合せをするための飲食店（接待の席も含む）、
出張先及び業務で使用する車中等も含まれる。勤務時間外の「宴会」等であっても、実
質上職務の延長と考えられるものは職場に該当するが、その判断に当たっては、職務と
の関連性、参加者、参加が強制的か任意か等を考慮して個別に行うものとされている。
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不利益は著しいものがあるから、それが本件処分量定と異なる処分であるとき
は、あえて免職を選択した客観的 ・合理的な根拠の有無について慎重に吟味す
る必要がある」こと、「送信したメールの内容は極めて不適切であり、原告の
教員としての資質及び適格性について疑義を抱くだけの理由はあったものでは
あるが、その結果や影響が必ずしも重大なものとまではいえず、本件処分量定
に照らしても、本件非違行為はいずれも「停職」とするのが相当な事案と考え
られる一方、本件処分量定を離れて特に重い処分である「免職」をすべき事情
も見当たらないことからすれば、本件免職処分は、社会観念上著しく妥当を欠
いて裁量権の範囲を逸脱し、又はこれを濫用したものとして、違法」であると
して懲戒処分を取り消した。これは、処分量定を上回る重い処分を選択するだ
けの非違行為の重大性について、懲戒権者と裁判所で事実に対する評価が異
なっていることが、処分取消しにつながったものと考えられる。
これに対し、懲戒免職処分を有効としたものとしては、中学校教員が、顧問
を務める陸上部の女子生徒に校内で複数回にわたりキスをした行為について、
「教師としての立場を悪用した悪質なもの」であり、「安心して子供を中学校に
通わせたいという親の期待や、学校に対する信頼を根本から覆すもの」として
処分の裁量権濫用を否定した宮崎地判平成22.2.5判自335号38頁、小学校教員
が、産休代替教員の女性の下着の中に手を入れ、乳房や陰部を触れた行為につ
いて、「被害女性の意思に反し、性的自由を抑圧し、下着の中に手を入れて乳
房や陰部を触り、女性器の中に指を入れるという強制わいせつ行為を繰り返し
行ったものであることに照らすと、…その行為態様は、際立って悪質なもので
ある」として裁量権濫用を否定した東京地判平成25.2.27LEX/DB 文献番号
25500337などがあり、職場での立場を利用した破廉恥行為等については、厳し
い司法判断がなされている。
②大阪高判平成22.8.26労判1016号18頁（京都市北部クリーンセンター事件）
本件は、女子臨時職員に対する指導等を理由に一人ずつ別室に呼び出すなど
して、性的関心に基づく発言や性的交渉を求める発言を相当回数繰り返したと
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するセクハラ行為に加え、タクシーチケットの私的使用、自動販売機手数料及
び物品販売手数料の簿外管理を理由とする懲戒免職処分の効力が争われた事案
である。本件セクハラ行為について判決は、セクハラ発言を受けたという女子
臨時職員は、当時の発言について、「許容範囲と考えていたことがうかがわれ
…、懲戒処分指針に定める『相手の意に反して、性的な言動を行った』ものと
いうことはできない」とした。また、他の臨時職員に対する言動については、
「当該臨時職員がだれであるのかすら特定されておらず、発言内容について具
体的に控訴人に告げて弁明の機会を与えていない」ことから、「処分理由とす
るのは手続的に著しく相当性を欠く」こと、「日常的に性的な内容を含む発言
をしていたという程度の心証を抱かせることはできるが、それが懲戒事由とし
てのセクハラ発言として、具体的に特定して認定し得るだけの証拠はない」こ
とから、セクハラ発言を本件処分の理由とすることはできないと指摘している。
処分の事前手続きとしての弁明の手続の付与については、「本件が懲戒免職
処分という重い処分が問題となっていることからすると、特段の事情のない限
り、処分の理由となる事実を具体的に告げ、これに対する弁明の機会を与える
ことが必要であると解されるが、処分の理由となる事実が具体的に特定されて
いなければ、これに対する防御の機会が与えられたことにはならないから、こ
れを処分理由とすることは許されない」と説示している。
また、協会タクシーチケットの私的使用については、市の公金又は公物では
なく、懲戒処分指針にいう「公金又は公物の横領」等ではないこと、本件と同
様のタクシーチケットの私的使用を含む事案について、一切の懲戒処分がされ
ていないことなどから、「懲戒免職とするのは、平等取扱原則に照らして、重
きに失するというべきであり、裁量を逸脱しているといわざるを得ない」こ
と、手数料の簿外管理については、上司は、その是正を命じるなどの措置をと
らずに黙認していたものと認められること、手数料収入を個人的用途に費消し
ていなかったことなどから、「懲戒免職処分とするのは、重きに失し、裁量を
逸脱している」とした。そして、「もともと控訴人のセクハラ行為を中心に据
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えて懲戒処分が選択されたとみられる」ところ、セクハラ行為を本件処分の理
由とすることはできないことから、タクシーチケットの私的使用と手数料の簿
外処理という複数の非違行為について加重して懲戒免職処分とするのは重きに
失し、裁量を逸脱していると判示した。
本判決は、処分理由となったセクハラ行為について、行為の相手方、性的関
心に基づく発言や性的交渉を求める発言の内容が具体的に特定されておらず、
時期についても「 3年以上」の期間が示されているだけで十分な特定がされて
いない点で問題があることを指摘している。飲酒運転などのように事実関係が
比較的明らかな非違行為に比べ、セクハラ行為はその性質上、人目につかない
状況下で行われることが多い上、セクハラ行為の基準となる「平均的な女性労
働者の感じ方」（前記1998年 6 月11日通達）は個人差があるため、事実認定が
十分に行われる必要がある。セクハラ行為を理由とする懲戒処分については、
事実誤認等によって違法とされる可能性が、他の非違行為の場合に比べて格段
に大きいといえる。また、本件判決は、懲戒免職処分を行う場合、特段の事情
のない限り、処分の理由となる事実を具体的に告知するとともに、弁明の機会
を与えることの必要性を説示していることも注目される。懲戒処分における事
前手続きの整備については、今後の立法課題でもある。
③福岡高裁宮崎支判平成26.12.24判時2266号36頁
市民生活課市民係長が、係員の女子職員Ａ及びＢに対し、執拗に性的な発言
を繰り返すなどのセクハラ行為等を繰り返したことに対して懲戒免職処分が行
われた事案である。市の懲戒処分の基準は、「相手の意に反することを認識の
上で、わいせつな言辞、性的な内容の電話や電子メールの送付、身体的接触、
つきまとい等の性的言動（わいせつな言辞等の性的な言動）を繰り返した者
は、停職又は減給、相手の意に反することを認識の上で、わいせつな言辞等の
性的言動を繰り返したことにより、相手を強度の心的ストレスによる精神疾患
に罹患させた者は免職又は停職」との処分量定が示されていたが、「具体的な
量定の決定は、非違行為の動機、態様及び結果、当該職員の職責、他の職員等
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に与える影響、過去の非違行為の有無及び違法性についての司法判断等を総合
考慮の上判断するものであり、その結果、処分基準に掲げる量定を超えて処分
することもあり得る」とされていた。
判決は、「処分の加重事由
（41）
があり、また、本件では控訴人のわいせつな言辞
等の性的な言動の相手方が上記の 2名で、被害者 1名の事案ではないこと、し
かも、いずれも同じ職場内の女性で、控訴人の行為は職場規律を乱すのみなら
ず、被害者が退職するなど業務に具体的支障が生じていること、本件懲戒事由
には、他にセクシャル ・ハラスメント以外の事由もあること、Ａ及びＢに対す
るわいせつな言辞等の性的な言動は、態様が悪質で結果も重大であること、控
訴人は過去に本件と類似性のある非違行為により停職 6か月の懲戒処分を受け
ていることに照らすと、人事院基準
（42）
及び被控訴人基準の各見解によっても、標
（41）　平成20年 6 月中旬頃、Ｘが、役所内において、白いブラウス（やや透ける素材ででき
たもの）を着ていたＡに対し、「ブラウスが透けている。」などと述べ、Ａの肩を触った
こと、勤務先の上司であったこと、Ａは歓迎会当時まだ１８歳で臨時職員として採用直
後であったこと、歓迎会当日及び翌日の露骨な性的言辞によりＡは著しく困惑したと推
測されること、Ａは、Ｘの一連の行為及びその後の暴言が主な原因で退職せざるを得な
くなったこと、Ｘは、Ａに謝罪などをすることもなく、かえってＡを相手として別件訴
訟を提起し、慰謝料の支払や謝罪広告の掲載を求めたこと、別件判決は、本件歓迎会及
びその翌日のＸの発言を、社会通念上許容される限度を逸脱し、勤務先での上下関係を
背景としてＡの人格権を侵害する不法行為に当たると判断し、Ａの反訴請求を一部認容
したことなどに照らし、人事院基準及び市基準が示す処分の加重事由があることが明ら
かであると認定されている。
（42）　「懲戒処分の指針」（「懲戒処分の指針について」平成12年 3 月31日職職－68、人事院
事務総長通知）は、「セクシュアル ・ハラスメント（他の者を不快にさせる職場におけ
る性的な言動及び他の職員を不快にさせる職場外における性的な言動）」についての標
準例について、「相手の意に反することを認識の上で、わいせつな言辞、性的な内容の
電話、性的な内容の手紙 ・電子メールの送付、身体的接触、つきまとい等の性的な言動
（わいせつな言辞等の性的な言動）を繰り返した職員は、停職又は減給とし、この場合
においてわいせつな言辞等の性的な言動を執拗に繰り返したことにより相手が強度の心
的ストレスの重積による精神疾患に罹患したときは、当該職員は免職又は停職とする
旨、相手の意に反することを認識の上で、わいせつな言辞等の性的な言動を行った職員
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準例及び標準的な処分量定より重い処分をすることが許される場合に該当す
る」として、本件懲戒免職処分を行うことが、社会観念上著しく妥当性を欠
き、裁量権を逸脱するものということはできないと判示した。
被処分者の行為は、市の懲戒処分の基準にいう「わいせつな言辞等の性的な
言動」を「繰り返したことにより、相手を強度の心的ストレスによる精神疾患
に罹患させた者は免職又は停職」との処分量定に該当するとはいい難いもので
あったため、処分量定を離れて重い処分である「免職」を選択したことについ
て、比例原則違反の有無が問題となる。複数の非違行為がある場合に、加重処
分として免職を選択することについては、当該非違行為の行状、非違行為に至
る経緯、動機及びその後の経過、日ごろの勤務実績など、当該職員をめぐるあ
らゆる事情を総合考慮した上で、停職以下の処分では足りないといえるものか
どうか、慎重に判断することが求められる。本件のセクハラ行為は、極めて自
己中心的な動機によるもので、被害者 2名を、ほぼ同時期に精神疾患による休
職に至らしめ、 1名の退職を余儀なくさせるという結果をもたらし、職場規律
や業務遂行に看過し難い悪影響を与えていることから、標準的な処分量定より
重い処分を選択して免職処分としたことに裁量権の逸脱濫用はなく、適法と考
えられる。
なお、近年の事例として、市が出資する第三セクターであるＹ水族館におけ
る男性従業員 2名から女性従業員 2名に対するセクハラ事案について、最判平
成27.2.26労判1109号 5 頁は、「Ｘ 1は、営業部サービスチームの責任者の立場
にありながら、…従業員Ａが精算室において 1人で勤務している際に、同人に
対し、自らの不貞相手に関する性的な事柄や自らの性器、性欲等について殊更
に具体的な話をするなど、極めて露骨で卑わいな発言等を繰り返すなどしたも
のであり、また、…Ｘ 2は、…上司から女性従業員に対する言動に気を付ける
よう注意されていたにもかかわらず、…従業員Ａの年齢や従業員Ａらがいまだ
は、減給又は戒告」としている。
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結婚をしていないことなどを殊更に取上げて著しく侮蔑的ないし下品な言辞で
同人らを侮辱し又は困惑させる発言を繰り返し、派遣社員である従業員Ａの給
与が少なく夜間の副業が必要であるなどとやゆする発言をするなどした」こと
について、女性従業員の「執務環境を著しく害するものであったというべきで
あり、当該従業員らの就業意欲の低下や能力発揮の阻害を招来するもの」と指
摘し、出席停止処分を理由とする降格は、人事権を濫用したものとはいえず、
有効と説示している。同判決は、身体的接触を伴わない、言葉のみによるセク
ハラを理由とする懲戒処分を適法と判断したものである。不適切な言動の繰り
返しによる企業秩序や職場規律に及ぼした有害な影響、それに伴う被害者の退
職といった結果などから懲戒処分の相当性を認めたものとして
（43）
、公務員に対す
る懲戒処分の場合にも同判決の射程が及ぶものと考えられる。
⑶　職務上の不正行為
①大阪地判平成24年 8 月29日判自361号50頁
大阪市環境局河川事務所で技能職員として乗船して河川清掃を行う業務に従
事していた原告が、長年にわたり事務所職員が業務中に収集した物品を物色 ・
領得していたことを市議会議員やマスコミに内部告発したところ、原告自身の
河川清掃中に取得した金銭 ・物品の領得行為、同僚に対する暴言 ・恫喝、事務
所の壁 ・ドア、備品の損壊を理由に懲戒免職処分とされた事案に関するもので
ある。
判決は、懲戒処分の裁量審査については、神戸税関事件最判の判旨を引用し
つつ、「懲戒免職処分は、被懲戒者の公務員たる地位を失わせるという重大な
結果を招来するものであるから、懲戒処分として免職を選択するに当たって
は、他の懲戒処分に比して特に慎重な配慮を要する」と説示する。その上で、
本件処分理由の各事実は、いずれも悪質ではあるが、本件領得行為がなされる
（43）　中丸隆「時の判例」『ジュリスト』1483号（2015年）82頁は、言葉によるセクハラに
対する社会の意識改革やセクハラの防止に向けた企業の取組みのさらなる充実の必要性
を法規範的な判断を通じて明らかにしたことに意義を有すると説明する。
110
公務員懲戒処分と退職手当支給制限処分をめぐる裁量統制に関する考察
に至った背景には、「長年にわたり、河川事務所ぐるみで清掃業務中に物色 ・
領得行為が行われていたことが挙げられ、それを招いたことには管理 ・監督を
長年怠ってきた被告に大きな帰責事由が認められることは明らかである」こ
と、「本来なすべき職員への指導監督を十分に行わない被告の消極的な対応
が、原告にこれらの行為について改善の契機を与えず、同人の増長を招いたと
も評価できる」こと、「原告が本件内部告発をしたことで、…調査チーム等に
よる河川事務所における物色 ・領得行為の調査が行われ、当該行為並びに陸ゴ
ミ等に係る違法又は不適切な取扱いの実態が明らかとなり、清掃作業中に発見
された物等の取扱いが明確化されるなど、その是正が図られたものであって、
…懲戒処分の選択に当たり原告に有利な事情として考慮すべきことは明らかで
ある」ことなどを指摘している。そして、本件領得行為又は本件粗暴行為に類
する懲戒処分指針の標準例において、免職のみを定めるのは公金物品に係る横
領、窃盗、詐欺のみであり、処分事由となった各事実は「いずれもそれだけで
は直ちに懲戒免職処分に付されるべき重大な非違行為とまで評価できるもので
はなく、…被告においても、上記各事実を招いたことについては、応分の帰責
事由が認められるなど、処分量定上原告に有利な事情をも考慮すれば、…懲戒
処分歴のない原告に更生の機会を与えることなく直ちに懲戒免職とした本件処
分は重きに失するものといわざるを得ず、社会通念上著しく妥当を欠き、裁量
権の範囲を逸脱しこれを濫用したものとして違法」と判示した。
本判決は、原告の内部告発行為によって一定程度の是正が図られているとい
う点が有利な事情として酌量されているが、自治体の不正行為に対する内部告
発者の保護のあり方については現在までほとんど議論されておらず、統一的な
取り扱い方針を各自治体で定めておく必要性があると思われる。また、粗暴行
為、同僚職員への暴言 ・恫喝など懲戒処分に至った原告の一連の行為自体、公
務員としての適性に疑問を感じさせるものといわざるを得ない上、元陸上自衛
隊空挺団所属で、空手経験のある体格のよい人物といった経歴もあいまつて、
職員らの多くが同人に恐怖感を覚えるまでになっていたという事実が存在して
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いたにもかかわらず、何ら適切な指導監督をしていなかったという、組織の
「ことなかれ主義」が問題を拡大させたことは否めない。むしろ本件内部告発
以前に、「勤務態度不良」や「職場内秩序びん乱」（懲戒処分基準）として相応
の処分を行うことも可能であったのではないかと思われる。
②鳥取地判平成27年 1 月28日 LEX/DB文献番号25505681
本判決は、平成22年 2 月11日未明及び同年 6月23日未明に県職員が私事で飲
食した後に自宅に帰るために公用タクシーチケットを使用したことが公金公物
の横領行為に当たるとして、同年 9月 2日に懲戒免職処分を受けた事案に関す
るものである。県の「懲戒処分等の指針」においては、「公金又は公物を横領
した職員は、免職とする」と規定されていた。
判決は、職員による公金公物の横領が社会の信頼を失墜させるものであるこ
とから、懲戒処分等の指針において「標準例を「免職」と定めていること自体
は不合理であるとまではいえない」としている。懲戒免職処分と公金公物の横
領行為の関係については、「当該職員から公務員たる地位を奪うだけでなく、
当該職員をして退職手当の全部又は一部を受給できない可能性がある地位に立
たせるものであり…、非常に重大な処分であるから、懲戒処分として免職処分
を選択するに当たっては、他の懲戒処分よりも慎重な判断を要する」とし、
「公金公物を横領した事案であっても、個別の事案によって社会的非難の程度
や、被告及び被告の職員に対する社会の信頼の失墜の程度が異なることを考慮
すると…横領の原因、動機、性質、態様、結果、影響等のほか、当該職員の当
該行為の前後における態度、懲戒処分等の処分歴、選択する処分が他の職員及
び社会に与える影響などの諸般の事情を適切に考慮した結果、当該職員の責任
が免職処分に相当する程度に重いと判断される場合に限って、免職処分を選択
することが許容される」と説示している。その上で、損害額が合計で9,590円
と比較的低額であったことからすると、社会的非難の程度や失墜した県及び県
職員に対する社会の信頼の程度は、さほど大きいものではなかったこと、いつ
何時公用タクシーチケットを使用するか分からない職員に対しては、事前に使
112
公務員懲戒処分と退職手当支給制限処分をめぐる裁量統制に関する考察
用目的を十分に確認することなく、チケットを複数枚交付し、未使用のものは
当該職員に保持させるなど、公用タクシーチケットについて、必ずしも厳格な
管理が行われていたとはいえないことを指摘し、「懲戒処分歴のない原告に更
生の機会を与えることなく直ちに懲戒免職とした本件処分は重きに失する」と
して処分を取り消している。
本判決は、公金公物の横領をした者を懲戒免職とする懲戒処分の基準自体に
ついては適法と認めつつ、本件事案については、免職処分が比例原則違反とし
て、裁量権の逸脱濫用にあたると指摘したものである。その理由として、本件
不正使用に伴う損害額が比較的低額であり、社会的非難の程度や県行政に対す
る信頼失墜の程度がさほど大きいものではなかったこと、従前から公用タク
シーチケット管理がそれほど厳格に行われてはいなかったことなどが挙げられ
ている。当時、県では平成18年度及び平成21年度に不正経理問題が発覚したこ
とを受けて、平成19年 9 月以降、コンプライアンスの徹底に向けて様々な取組
をしていたものの、公用タクシーチケットの管理については、本件不正使用が
発覚した後の平成22年 7 月ころまで特別の取組がされていなかったことも、免
職処分が過重との司法判断に影響している。一般に、何らかの不正事件を契機
として自治体がコンプライアンス徹底の取組みを行う中で、それまで事実上黙
認されてきた不適切な行為等について、一定の時点以降、唐突に免職処分を選
択したような場合、その情状によっては、比例原則や平等原則の観点から違法
と判断される可能性がある。
第 2章　公務員懲戒処分に対する裁量審査のあり方
1 ．公務員に対する懲戒処分と司法審査
⑴　公務員法と懲戒処分制度
公務員が「全体の奉仕者」（憲法15条 2 項）とされているのは、戦前の天皇
の官吏の反省の上に立ち、国民主権の原理の下で、すべての国民に奉仕すべき
存在であることを明らかにしたものである。公務員であっても憲法第 3章にお
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いて保障されている各種の基本的人権を享有する主体であることは他の国民と
変わりはなく、全体の奉仕者であることが公務員の人権に対する制約根拠にな
ることは含意されていない。公務員法が制定されているのは公務員制度を法律
による民主的統制のもとに置く必要性によるものであり、公務員が全体の奉仕
者として公共の利益のために勤務する立場にあることと、神戸税関事件最判の
いう、懲戒権者の裁量を広く認めるべきこととの間に論理的な関連性は乏しい
といわなければならない。そもそも懲戒処分が合理的に行われたか否かについ
ては、特段高度な専門知識や技術がなくとも、健全な社会通念から判断可能な
事柄でもある。したがって、公務員の地位の特殊性を強調するあまり、民間企
業の場合と比べた公務員の人事に格別の専門技術性があるとして司法審査を抑
制する理由にはならないと思われる
（44）
。むしろ懲戒制度のもつ公務員の身分保障
の見地からは、免職処分と免職に至らない他の処分との間で司法審査密度は異
なるべきである。免職処分は、職場から当該職員を永久に放逐し、退職手当も
不支給となる可能性が高いものであることから、処分に伴う不利益を上回るだ
けの公益の存在が必要であり、比例原則が厳格に適用されなければならない
（45）
。
また、民間企業の場合との均衡についても、これを度外視することは適切で
ない。上記神戸税関事件最判は、どのような懲戒処分をするかの決定に際して
は、広範な事情を考慮しなければならないことから、日頃庁内の事情に通暁し
部下職員の指導監督にあたっている懲戒権者の裁量に委ねるのが適切であると
しているが、諸般の事情を総合判断しなければならない点については、民間企
業の使用者の場合も同様である。民間企業従業員の場合、就業規則に基づいて
懲戒解雇などが行われることとなり、懲戒事由が存在する場合にいかなる懲戒
手段をとるかは、基本的に使用者の裁量に委ねられているが、具体的な事情の
下において、懲戒権の行使が客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当で
（44）　辻秀典「全税関神戸事件最高裁判決」『日本労働法学会誌』52号（1978年）113頁
（45）　阿部 ・前掲注（30）205頁、阿部泰隆『行政裁量と行政救済』（三省堂、1987年）211
頁～212頁
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あると認められない場合、懲戒権の濫用として無効となると解されており（最
判昭和58.9.16判時1093号135頁 ・ ダイハツ工業事件）、労働契約法15条はこのよ
うな法理を明文化したものとされている。また、懲戒解雇の場合、最高裁は、
使用者の裁量権をとり立てて説示することなく、懲戒規程の解釈適用や情状酌
量の適切さについて立ち入った審査を実施している
（46）
。これは、労働関係におけ
る労働者の利益の保護という労働法の基本的要請や労使の利害対立に対する第
三者機関としての裁判所の十分な審査の必要性
（47）
、という点に理由があるとされ
ており、解雇が過酷にならないよう、他に解雇回避手段が存しないか、あるい
（46）　最判昭和45.7.28民集24巻 7 号1220頁 ・ 横浜ゴム事件は、住居侵入罪で罰金刑に処せら
れた従業員について、「会社の組織、業務等に関係のないいわば私生活の範囲内で行な
われたものであること、被上告人の受けた刑罰が罰金2,500円の程度に止まつたこと、
上告会社における被上告人の職務上の地位も蒸熱作業担当の工員ということで指導的な
ものでないことなど原判示の諸事情を勘案すれば、被上告人の右行為が、上告会社の体
面を著しく汚したとまで評価するのは、当たらない」として懲戒解雇事由に当たらない
と判示した。
　最判昭和49.3.15民集28巻 2 号265頁 ・ 日本鋼管事件は、会社の従業員が、いわゆる砂
川事件に加担して、日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約第 3条に基く行政協
定に伴う刑事特別法違反の罪により逮捕、起訴され、これが広く報道されたため、会社
の社会的評価に悪影響があつたとしても、「当該行為の性質、情状のほか、会社の事業
の種類 ・態様 ・規模、会社の経済界に占める地位、経営方針及びその従業員の会社にお
ける地位 ・職種等諸般の事情から綜合的に判断して、右行為により会社の社会的評価に
及ぼす悪影響が相当重大であると客観的に評価される場合でなければならない」とし
て、懲戒解雇又は諭旨解雇の事由とするには、なお不十分である」と判示した。
　最判昭和52.1.31労判268号17頁 ・ 高知放送事件は、寝過しにより 2度にわたって定時
ラジオニュースを放送することができなかつたアナウンサーに対する解雇について、
「解雇に処することが著しく不合理であり、社会通念上相当なものとして是認すること
ができないときには、当該解雇の意思表示は、解雇権の濫用として無効になる」として
上、「解雇をもつてのぞむことは、いささか苛酷にすぎ、合理性を欠くうらみなしとせ
ず、必ずしも社会的に相当なものとして是認することはできない」として解雇権濫用と
した控訴審判決の判断を是認した。
（47）　菅野 ・前掲注（ 2）78頁
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は被解雇者に有利なあらゆる事情が存しないかなどを考慮して、社会的通念上
相当であるか否かが判断される。なお、労働契約法16条は解雇について、「客
観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない場合は、そ
の権利を濫用したものとして、無効とする」と規定している。公務員の勤務関
係の場合も、神戸税関事件最判の環反対意見が述べるように労使関係の側面を
有している以上、懲戒処分について広範な裁量を認めて、司法審査をことさら
に抑制することは、法律に基づく公務員の身分保障を形骸化し、民間労働者の
場合以上に不安定な立場に置く結果となるため、適切ではない
（48）
。公務員に対す
る懲戒処分の場合も裁判所は、懲戒権者の裁量権の行使が合理的な範囲内にあ
るか否かについて、個別の事情をふまえて立ち入って審理できると考えるべき
である。
⑵　社会観念審査の意義と課題
懲戒処分の効果裁量審査において広く用いられてきた社会観念審査
（49）
について
は、「社会観念」の具体的内容が不明であり、裁量の行使を適法と判断せんが
ための理由づけ
（50）
との指摘もあった。この判断枠組みに従う限り、何らかの懲戒
（48）　菅野 ・前掲注（ 2）79頁は、労働関係の保護の要請に照らして「社会観念上合理的に
行使されたか否か」を裁判所が公正な第三者機関として立ち入って審理できると考える
べきであり、民間の労働関係上の懲戒処分と基本的に異なるべきものではないことを指
摘する。岡村 ・前掲注（ 7）95～96頁も、公務員に対する懲戒処分の司法審査が私企業
の労働者の場合よりも範囲が広く、程度が強度であるべきとは言いえても、その逆であ
るべきとはいいがたいとする。
（49）　神戸税関事件最判以前にも、最判昭和28.7.3民集 7巻 7号811頁 ・ 農地売渡処分取消請
求事件、最判昭和29.7.30民集 8巻 7号1501頁 ・ 京都府立医大退学事件、最判昭和32.5.10
民集11巻 5 号699頁 ・ 大阪府警察官懲戒免職事件などにおいて「社会観念」が用いられ
ている。神戸税関事件後、県立高校教員に対する懲戒処分について社会観念審査の枠組
みで判断して免職処分を適法とした最判平成2.1.18民集44巻 1 号 1 頁 ・ 伝習館高校事
件、代替措置を検討せずに剣道実技を拒否した学生を退学処分としたことについて、要
考慮事項の不考慮、考慮事実の不適正評価などの観点から処分を違法とした最判平成
8.3.8民集50巻 3 号469頁 ・ 神戸高専事件がある。
（50）　室井力「現代行政と行政法の理論」『公法研究』30号（1968年）153頁
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処分を行うという選択に対して裁判所が「社会観念上著しく妥当性を欠く」と
する評価を加えることができる場合は限定され、最小限審査となってしまうた
め、実効的な権利救済の観点から問題がある
（51）
。
社会観念審査については、元最高裁判事の藤田宙靖教授は、「社会観念上著
しく妥当性を欠く」という判断は、「個別的な事例毎の個別的な事情及びその
評価如何に掛かるということにならざるを得ない」もので、「裁量の限界を越
えたか否かの問題を論ずる際の、いわば一種の『枕詞』としての意味を持たさ
れているに過ぎ」ないことから具体的な事例における有意味な判断基準とはな
り得ない
（52）
と指摘している。裁量権の逸脱又は濫用の有無については個別事例ご
との判断を要する問題であり、「性質上一般的な基準を立てることはできない」
ということである。
裁量権の広狭については、被処分者の権利利益が侵害される程度が大きいほ
ど処分の決定を行うにあたっての裁量は小さくなると考えるべきであり、懲戒
権者は、適切な調査及び事実認定に基づく合理的な考慮を行って判断したか否
かについて説明責任を負うものと考えるべきである。したがって、裁判所とし
ては、懲戒処分に至る判断過程に考慮不尽、他事考慮など看過しがたい過誤 ・
欠落があるために処分が合理性を欠くかどうかを審査すべきであり
（53）
、処分庁の
判断過程に立ち入った考慮要素間の比較衡量によって重み付けを行った上で
「社会観念上著しく妥当性を欠く」かどうかの結論を示すことが求められる。
（51）　阿部泰隆『行政法再入門（上）』（信山社、2015年）257頁は、「社会観念審査」という
基準による判例は誤りであり、変更されるべきと指摘する。
（52）　藤田 ・前掲注（19）140頁。同142頁は、「判断過程基準」は、「社会観念に著しく反す
る」という結果を導くための 1つの理論的前提（あるいは「手段」）として機能してい
るもので、理論的に並列の関係にあるものではないと指摘する。
（53）　兼子仁「裁量権の逸脱と司法審査」『公務員判例百選（別冊ジュリスト　88号）』
（1986年）81頁は、「要考慮事項の考慮不尽」の有無という審査基準を公務員懲戒処分に
も適用すべきとする。
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ここでは、懲戒権を行使する行政機関の論証過程を逐次検証
（54）
することが必要と
なるのである。この点に関し、近年の最高裁判決は、社会観念審査に判断過程
審査を結び付けた裁量審査
（55）
を行うことで、要考慮事項の不考慮、他事考慮、要
考慮事項の考慮の比重の審査が可能となり、審査密度の向上が図られてきてい
ることから、「社会観念」は必ずしも最小限の審査ではなく、可変的なもの
（56）
と
なっているといえる。たとえば、前記平成24年最判は、戒告を超えてより重い
減給以上の処分を選択することについて、学校の規律 ・秩序保持等の必要性と
処分による不利益の内容との権衡の観点から当該処分を選択することの相当性
を基礎付ける具体的事情が必要であるとして、比例原則を厳格に適用して比較
的密度の高い審査を行っており、比例原則違反は、制裁的不利益処分の場合に
おける判断過程審査の 1つのバリエーション
（57）
と考えることも可能である。同最
（54）　山本隆司「日本における裁量論の変容」『判例時報』1933号（2006年）17頁。山本
は、裁量統制は、行政機関と裁判所、さらには原告私人が、法規範を具体化する論証過
程を、協働して追試的に検証する手続であると指摘する。
（55）最判平成18.2.7民集60巻 2 号401頁 ・ 呉市学校施設使用不許可事件、最判平成18.11.2民
集60巻 9 号3249頁 ・ 小田急訴訟などがある。亘理 ・前掲注（ 4）121頁は、考慮事項審
査及び適正比較衡量審査によって密度の濃い実体法的審査が行われた例として、前記最
判平成18.2.7及び最判平成19.12.7民集61巻 9 号3290頁 ・ 一般公共海岸区域内土地占用不
許可処分事件を挙げている。
（56）　榊原秀訓「行政裁量の『社会観念審査』の審査密度と透明性の向上」紙野健二 =白
藤博行 = 本多滝夫編『室井力先生追悼論文集　行政法の原理と展開』（法律文化社、
2012年）126頁。同124頁は、本来であれば要考慮事項の不考慮、他事考慮、要考慮事項
の考慮の比重の審査が適切に行われる必要があるのに、それらの審査が十分に行われて
いないものが社会観念審査と考えられるとする。
（57）　榊原 ・前掲注（56）129頁。高橋明男「比例原則審査の可能性」『法律時報』85巻 2 号
（2013年）21頁は、最近の裁判例のとる判断過程審査は、比例原則ないし比例性原理の
要素の考慮義務を高度化 ・精緻化したものと言うことができるとする。また、亘理格
「利益衡量型司法審査と比例原則」『法学教室』339号（2008年）44頁は、比例原則の適
用に当たって、個別事案の具体的事実状況に即した利益衡量という条件を組み込むこと
が不可欠と指摘する。
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判の場合、日の丸 ・君が代の強制と思想良心の自由という憲法的価値への抵触
が問題となった事例であるため、通常の懲戒処分の場合と同様に考えることが
できるかどうか即断は困難であるが、少なくとも神戸税関事件最判が前提とし
たような「フリーハンドの裁量権行使にブレーキがかかった」
（58）
ことは事実であ
る。社会観念審査に関する今後の判例の推移については注意深く見守っていく
必要があると思われるが、平成24年最判の示す、非違行為の内容 ・性質、非違
行為が具体的な職務の遂行や公務に対する国民の信頼に与えた影響、懲戒処分
の内容と非違行為の重大性との均衡などについては、懲戒処分において常に考
慮されなければならないものといえる。なお、「社会観念」と「社会通念」の
用語の差異について、は、前者はもっぱら懲戒処分の効果裁量を審査する場
合、後者は、その他の裁量統制の脈絡で用いられており、「社会観念」審査か
ら、「社会通念」審査への変化を最高裁判決の中に看取できるとの指摘がある
（59）
。
2 ．裁量基準に対する司法審査
懲戒処分にあたっては、各懲戒権者において処分量定方針などの処分基準を
定めていることが通例である。処分基準は、代表的な事例について標準的な量
定を定めたものであり、公平性を担保する指針
（60）
である。これは、行政手続法上
の処分基準（12条 1 項）ではないが、裁量権の行使にあたって行政機関が拠る
べき基準である裁量基準に当たる。裁量基準の適用にあたっては、個別事情考
慮義務
（61）
があり、法規ではない裁量基準を硬直的に適用して処分を行うことは行
政裁量を認めた趣旨に反し許されない一方、裁量基準から合理的な理由なしに
（58）　橋本 ・前掲注（16）322頁
（59）　岡田 ・前掲注（33）186頁
（60）　上田賀代「公務員に対する懲戒免職処分について - 懲戒権者の有する裁量権の範囲を
めぐる判例の動向」『判例タイムズ』1283号（2009年）15頁
（61）　小早川光郎『行政法講義下Ⅰ』（弘文堂、2002年）25頁、宇賀克也『行政法概説Ⅰ
〔第 5版〕』（有斐閣、2013年）289頁
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逸脱して処分をすると、裁量基準に従って懲戒処分がされた同種の事案との関
係において平等原則違反の評価を受け、動機の不正や多事考慮の疑いが生じる
こともある
（62）
。基準と異なった判断をするには、そのための合理的な理由が必要
と解されるのである
（63）
。
そもそも、行政機関に裁量権を付与した立法者意思は、機械的な行政活動よ
りも、個別の事案ごとの行政機関の判断の方が公益上望ましいということにあ
るならば、行政機関は、個別の事案において、法令の許容する範囲内であらゆ
る事項を考慮するように要求される。そして裁量基準を定立していたときは、
個別の事案において裁量基準において予定されていない例外的事情を考慮する
ことも要求されるが、そのような例外的事情がないときには裁量基準から離れ
ることは許されない
（64）
。裁量基準の自己拘束性によって、裁量処分の範囲が裁量
基準によって一定の限定を受けることになるのである
（65）
。そして、合理的な裁量
基準が適用され、裁判所が当該適用が合理的であると判断したとき、裁量基準
には結果的に完全な法的拘束力が認められることとなる
（66）
が、合理的な裁量基準
であっても、それを適用したら不合理な結果をもたらす場合、当該基準は適用
（62）　晴山一穂 =西谷敏編『別冊法学セミナーNO.241　新基本法コンメンタール地方公務
員法』（日本評論社、2016年）145頁［深澤龍一郎執筆］
（63）　塩野宏『行政法Ⅰ〔第 6版〕』（有斐閣、2015年）118頁
（64）　深澤龍一郎「行政基準」『法学教室』373号（2011年）21頁～22頁。深澤は、裁量基準
で予定されていない例外的事情の考慮を要求されることを「裁量拘束禁止原則」と呼ぶ。
（65）　山下竜一「裁量基準の裁量性と裁量規律性」『法律時報』85巻 2 号（2013年）25頁
は、ある行政処分に関して裁量基準が定立されると行政処分に認められた処分裁量は裁
量基準によって規律され、いわば収縮すると説明する。また、早津裕貴「公務員懲戒処
分における裁量論の現在 - 判例分析を中心にした検討」『法政論集』253号（2014年）
549頁は、裁量基準の存在自体が審査密度を向上させ、民間の労働関係における就業規
則の定めに照らした懲戒処分の判断と同様の手法に至る契機もあるとするとして、民間
と公務員との間の審査密度の溝が解消されていく可能性を指摘する。
（66）　常岡孝好「行政裁量の手続的審査の実体（中）- 裁量基準の本来的拘束性」『判例評
論』637号 7 頁（判例時報2136号153頁）、同前掲注（37）708頁以下
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されるべきではなく、不合理に適用された処分に対しては裁判所が介入して当
該処分を違法と判断することとなる。
したがって、裁量基準（処分量定方針等）を適用して行われた懲戒処分の適
法性については、まず、当該基準自体の合理性を審査し、次にそれが合理的な
判断過程を経て適用されたものであることを被告行政側が説明して、処分の適
法性の根拠となる事実を立証すべきであり、その過程に結論を左右する瑕疵が
ある場合には処分は違法となると考えられる
（67）
。したがって、「飲酒運転につい
ては例外なく免職」といった基準が設定されていた場合、当該基準自体が比例
原則違反として違法と判断される可能性がある。したがって、各自治体で基準
を策定する段階で、諸般の事情を総合的に考慮した裁量判断が可能となるよう
標準量定の幅を広くしておき（たとえば、故意の酒酔い運転と前夜のアルコー
ルが残存していたことによる酒気帯び運転を区別できるようにしておくこ
と）、硬直的 ・固定的なものでないようにしておくことが必要である。裁量基
準の適用については、原則として画一的に行われるべきであるが、事案の特殊
性の考慮も必要であり、とりわけ被処分者である原告側から、当該基準を適用
すべきでない特段の事情がある旨の主張がなされた場合、被告側は当該事情を
考慮に入れる必要がない理由を具体的に主張立証すべきである。たとえば、近
年の下級審判決は、前述のように飲酒運転を行った職員に対する免職処分を違
法とした判決にみられるように、職責、飲酒運転に至った事情や飲酒の状況、
事故発生の有無、飲酒運転後の対応などを総合的に衡量した判断を行う傾向に
あり、個別具体的な事情を十分に考慮することなく行われた懲戒免職処分につ
いては、比例原則違反として違法と認定されることとなる。逆に、裁量基準に
定める処分よりも重い処分を行う場合（前記東京地判平成27.10.26、福岡高裁
宮崎支判平成26.12.24参照）、基準は、通常予想される加重事由を考慮して「停
（67）　阿部泰隆「裁量に関する司法審査　裁量統制の新しいあり方としくみの提案」『自由
と正義』57巻 3 号（2006年）28～29頁
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職」又は「減給」のように一定の幅をもって定められていることが多いことか
ら
（68）
、これを超えて加重処分を行う場合には、非行行為の態様の悪質性など特段
の事情について処分権者が十分な主張立証を行うことが必要と考えるべきであ
る。
下級審判決にみられるこのような判断手法は、裁量基準を媒介とした統制を
念頭に置いていない神戸税関事件判決の射程外のものと解される。
第 3章　懲戒免職処分と退職手当支給制限処分の関係
1 ．退職手当支給制限処分の仕組み
⑴　退職手当制度と懲戒処分の関係
公務員の退職手当は、国家公務員退職手当法又は退職手当の支給を定めた条
例（地自法204条 2 項）に基づいて発生する権利である。職員が退職した場
合、一定の支給制限事由に該当しない限り一律に支給
（69）
されるものであることか
ら、国（地方公共団体）が支払義務を負う金銭債務であるとともに、退職者が
権利として請求し得る給付にもあたる
（70）
。この債権は、停止条件付債権と解され
（68）　「懲戒処分の指針」・前掲注（42）は、基本事項として、具体的な処分量定の決定は、
非違行為の動機、態様及び結果、当該職員の職責、他の職員等に与える影響、過去の非
違行為の有無等を総合考慮して判断するものとし、個別事案において、非違行為の態様
等が極めて悪質であるとき又は非違行為の結果が極めて重大であるとき、非違行為を
行った職員が管理又は監督の地位にあるなどその職責が特に高いとき、非違行為の公務
内外に及ぼす影響が特に大きいとき、過去に類似の非違行為を行ったことを理由として
懲戒処分を受けたことがあるとき、処分の対象となり得る複数の非違行為を行っていた
ときなどは、標準例に掲げる処分より重いものとすることが考えられると規定する。
（69）　最判昭和43年 3 月12日判時511号23頁 ・ 小倉電話局事件は、旧電電公社職員の退職手
当について「職員が退職した場合に、その勤続を報償する趣旨で支給されるものであっ
て、…給与の後払の趣旨のみを有するものではないと解されるが、…欠格事由のないか
ぎり、法定の基準に従って一律に支給しなければならない性質のものであるから、その
法律上の性質は労働基準法第11条にいう「労働の対償」としての賃金に該当」すると説
示している。
（70）　退職手当制度研究会編著『公務員の退職手当法詳解　第 6次改訂版』（学陽書房、
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ているが、不確定期限付債権とする考え方もある。後者は、労働の提供という
事実関係が継続している限り、退職手当債権は顕在化していないが、年ごとに
支分権的なものが発生しており、退職という事実によって期限が到来するとい
う賃金後払説の考え方によるものである。また、退職手当の性格は、勤続報
償、生活保障、賃金後払いの性格が不可分的に混合したものと解されている
が、職員が長期間継続勤務して退職する場合の勤続報償としての要素が強い
（71）
。
改正前の国家公務員退職手当法（以下、「退職手当法」という。）は、懲戒免
職処分を受けた者には退職手当を支給しない旨規定していた（改正前の 8条 1
項 1号）。これは、公務員としての規律に違反し、公務に対する国民の信頼を
損ねたことを非難して行う公務員法制上の制裁
（72）
と解されていたことを根拠とす
る。その後、2008年に同法が改正され、懲戒免職処分等を受けて退職した者で
あっても、当該退職に係る退職手当管理機関が「当該退職をした者が占めてい
た職の職務及び責任、当該退職をした者が行つた非違の内容及び程度、当該非
違が公務に対する国民の信頼に及ぼす影響その他の政令で定める事情を勘案し
て、当該一般の退職手当等の全部又は一部を支給しないこととする処分を行う
ことができる」（12条 1 項 1 号）と規定した。支給制限処分を受けた場合、退
職手当請求権は発生しない。
「政令で定める事情」としては、①退職をした者が占めていた職の職務及び
責任、②退職をした者の勤務の状況、③退職をした者が行った非違の内容及び
2017年） 6頁
（71）　退職手当制度研究会編著 ・前掲注（70） 5 頁は、退職手当額は退職時の俸給月額を基
礎に算定され、退職手当支給率は、勤続期間が長くなるに伴って増加する一方、短期勤
続の自己都合退職については低く抑えられていること、死亡 ・傷病については、功績 ・
功労の高さを評価の基準として公務に起因するものか否かにより退職手当額に差異を設
けていることから、公務に対する貢献度合いを加味した勤続 ・功績報償的考え方が基調
にあるとする。
（72）　総務省に設置された「国家公務員退職手当の支給の在り方等に関する検討会」が2008
（平成20）年に取りまとめた「報告書」（以下、「20年報告書」という。） 7頁
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程度、④当該非違に至った経緯、⑤当該非違後における当該退職をした者の言
動、⑥当該非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度、⑦当該非違が公務に対する
国民の信頼に及ぼす影響（令17条）が挙げられている。このような一部支給制
限制度が導入された背景には、民間の実務や判例では、懲戒解雇の場合におい
ても、必ずしも一律に全額不支給という取扱いはしていないこと、勤続褒賞
的、生活保障的、賃金後払い的な性格が不可分的に混合したものという退職手
当の性格をかんがみて制度の見直しを図ったこと
（73）
がある。
（73）　20年報告書 ・前掲注（72）13頁は、「（ 1）支給制限制度の在り方」について、次のよ
うに述べている。
　「①　不祥事を起こした職員に対する退職手当の支給制限は、現行の退職手当制度に
おいては、懲戒処分と連動した取扱いとなっており、懲戒免職処分の場合には一律に全
額不支給、その他の処分の場合には、仮に処分後退職をしても原則として全額支給とさ
れている。国家公務員の退職手当の性格が、勤続報償的、生活保障的、賃金後払い的な
性格をそれぞれ有する複合的なものだとすると、在職中の功績が没却されたからといっ
て直ちに生活保障や賃金後払いを全くしなくてよいということにはならない。また、そ
の勤続報償としての要素を重視するとしても、退職手当の不支給という制裁を非違行為
を行った個人に対する非難としてみた場合には、非違の重大性との間で均衡のとれたも
のとする必要があり、功績が没却され、退職手当を受け取る地位ないし権利が否定され
るとする立場からも、本人の過去の功績の度合いと非違行為によってそれが没却される
程度とを比較衡量する必要がある。
　②　民間においては、懲戒解雇の場合であっても一律全額不支給とはせずに、一部を
支給する規定を設けているところがあり、裁判事例においても、懲戒解雇により退職金
が全額支給されなかった事案について、懲戒解雇は認めつつも、退職金は諸般の事情を
考慮し、部分的に支給するよう命じたものが少なくない。
　③　現行の退職手当制度においては、懲戒免職処分とその他の懲戒処分（停職、減
給、戒告）では、退職手当制度上の効果が大きく異なり、差が大きすぎるのではないか
という疑問がある。したがって、懲戒免職処分を行う場合であっても、退職手当につい
ては、全額不支給を原則としつつ、非違の程度等に応じて、その一定割合を上限として
一部を支給することが可能となるような制度を創設することが適当である。
　④　（略）
　⑤　一部支給制限を可能とすると、懲戒免職処分の場合の退職手当の取扱いが現行の
全額不支給よりも緩和されることとなり、適切でないという意見もあり得る。しかし、
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同法改正をふまえて各自治体の退職手当条例も同様に改正されたため、退職
手当支給制限処分は懲戒免職処分とは独立した行政処分となり、懲戒免職処分
を受けたことにより退職手当支給制限処分を受けた公務員は、懲戒免職処分と
は別に退職手当支給制限処分を争うことが可能となった。各自治体の条例も、
おおむね①退職者が占めていた職の職務及び責任、②退職者の勤務の状況、③
退職者が行った非違の内容及び程度、④非違に至った経緯、⑤非違後における
退職者の言動、⑥非違が公務の遂行に及ぼす支障の程度、⑦非違が公務に対す
る信頼に及ぼす影響をそれぞれ勘案することとしており、支給制限処分を行う
か否か、あるいはどの程度の処分を行うかについては、諸事情を総合的に考慮
した退職手当管理機関の裁量に委ねられているといえる。
支給制限処分の国家公務員における取り扱いについては、「昭和60年 4 月30
日総人第261号　国家公務員退職手当法の運用方針」（以下、「運用方針」とい
う。）において、全部支給制限処分を原則とする方針が示されており
（74）
、自治体
現在、限界事例について、懲戒免職処分とした場合には退職手当が一律に全額不支給と
なり、職員の受ける不利益があまりにも大きいことから、例えば自主的な退職を促すな
ど、懲戒免職処分自体を避けている場合があるとも考えられ、一部支給制限制度の創設
は、懲戒制度のより適切な運用に資すると評価することができる。
　⑥　（略）」
（74）　運用方針においては、第12条関係として以下のように述べられている。
「一　非違の発生を抑止するという制度目的に留意し、一般の退職手当等の全部を支給
しないこととすることを原則とするものとする。
二　一般の退職手当等の一部を支給しないこととする処分にとどめることを検討する
場合は、施行令第17条に規定する「当該退職をした者が行った非違の内容及び程
度」について、次のいずれかに該当する場合に限定する。その場合であっても、公
務に対する国民の信頼に及ぼす影響に留意して、慎重な検討を行うものとする。
イ　停職以下の処分にとどめる余地がある場合に、特に厳しい措置として懲戒免職
等処分とされた場合
ロ　懲戒免職等処分の理由となった非違が、正当な理由がない欠勤その他の行為に
より職場規律を乱したことのみである場合であって、特に参酌すべき情状のある
場合
125
山梨学院ロー・ジャーナル
における運用についても国の運用方針に倣った取り扱いとすることが適当であ
る
（75）
とされている。一方で、検討会報告書（15頁）が基準に盛り込むべき考慮要
素として提言していた、「生活保障としての機能など退職手当独自の観点から
考慮されるべき要素」、「私生活上の行為と業務上の行為とを分けること」、な
どの個別具体的な考慮要素は示されていない。
そもそも、法改正にもかかわらず、依然として懲戒免職処分と退職手当全部
不支給処分を事実上連動させる取り扱いが継続していることは、「退職手当が
持つ勤続報償としての性格を前提に、非違行為により公務における過去の功績
が没却されて報償を与えるに値しないものと評価」して、「退職手当を受け取
る地位ないし権利を否定する側面」
（76）
を強調するあまり、本来退職手当制度のも
つ生活保障的、賃金後払い的な性質を軽視するものであり、また退職手当法12
条の文理解釈上も疑問がある。
⑵　民間企業における懲戒解雇と退職金不支給の現状
前述の20年報告書は、「民間においては、懲戒解雇の場合であっても一律全
額不支給とはせずに、一部を支給する規定を設けているところがあり、裁判事
例においても、懲戒解雇により退職金が全額支給されなかった事案について、
懲戒解雇は認めつつも、退職金は諸般の事情を考慮し、部分的に支給するよう
命じたものが少なくない」と述べており、退職手当制度の改正に当たっては、
民間企業における懲戒解雇と退職金支給との均衡を考える必要性が指摘されて
いた。民間企業従業員の場合、労働契約に基づいて退職金請求権が発生し、具
体的な内容は、就業規則において、退職金の支給内容や支給要件、懲戒解雇に
ハ　懲戒免職等処分の理由となった非違が過失（重過失を除く。）による場合で
あって、特に参酌すべき情状のある場合
ニ　過失（重過失を除く。）により禁こ錮以上の刑に処せられ、執行猶予を付され
た場合であって、特に参酌すべき情状のある場合」
（75）　五月女有良「職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（案）について」
『地方公務員月報』2009年 5 月号35頁
（76）　20年報告書 ・前掲注（72） 8 頁
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相当する非違行為があった場合には退職金を支給しない旨の不支給規定などが
置かれていることが多い。当該規定に基づいて支給制限がなされることとなる
が、不支給規定がない場合でも退職金請求が権利濫用にあたることがありう
る。退職金の全額不支給の場合、退職金支払請求（給付訴訟）が提起され、裁
判所が全額不支給は不当と判断すれば、支給額を決めて退職金支給を命じる給
付判決が言い渡されることとなる。判決では、従業員としての過去の功労を無
にするほどの非違行為があったときに限られるとして、不支給の範囲を極力限
定しようとする司法判断が定着している。
東京高判平成24.9.28労判1063号20頁（NTT東日本事件）は、女子高校生に
対する強制わいせつ致傷により執行猶予付きの懲役刑を受けた従業員に対する
退職金全額不支給について、「退職手当は、賃金後払いとしての性格」を有し
ており、「退職手当を不支給ないし制限することができるのは、労働者のそれ
までの勤続の功労を抹消ないし減殺してしまうほどの著しく信義に反する行為
があった場合」に限られると説示した。そして、横領や背任などのように会社
を直接の被害者とするものではなく、私生活上の非行であること、被害者との
間では示談が成立して民事上、道義上の責任については解決済みであり、別件
刑事事件において刑事上の制裁も受けていること、会社が被害者との関係で使
用者責任を問われるものではなかったこと、管理職ではなかったこと、本件非
違行為に至るまで一度も懲戒処分を受けたことがなく、部内の表彰を受けたこ
ともあることなどから、「本件非違行為がそれまでの勤続の功労を抹消してし
まうほどのものとはいえない」けれども、「著しく減殺するもの」といわざる
を得ないとして、「減殺の程度は 7割と認めるのが相当」（ 3割支給相当）とし
た。
また、東京高判平成15.12.11労判867号 5 頁（小田急電鉄事件）は、複数回に
わたる他社電車内での痴漢行為により執行猶予付き懲役刑を受けた鉄道会社員
に対する退職金全額不支給について、退職金は「功労報償的な性格を有するこ
とに由来」する一方で、「退職金支給規則に基づき、給与及び勤続年数を基準
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として、支給条件が明確に規定されている場合には、その退職金は、賃金の後
払い的な意味合い」が強く、「退職金全額を不支給とするには、それが当該労
働者の永年の勤続の功を抹消してしまうほどの重大な不信行為があることが必
要」であり、「業務上の横領や背任など、会社に対する直接の背信行為とはい
えない職務外の非違行為である場合には、それが会社の名誉信用を著しく害
し、会社に無視しえないような現実的損害を生じさせるなど、上記のような犯
罪行為に匹敵するような強度な背信性を有することが必要」との判断枠組みを
示す。その上で、本件行為及び過去の痴漢行為は、会社の業務自体とは関係な
くなされた「私生活上の行為」であること、報道等によって、社外にその事実
が明らかにされたわけではなく、会社の「社会的評価や信用の低下や毀損が現
実に生じたわけではない」ことから、本件行為が「相当強度な背信性を持つ行
為であるとまではいえない」と指摘して、「本来の退職金支給額の 3割」に当
たる金額の支給を認めている
（77）
。
一方、退職金の全額不支給を適法とした近年の事案として、車両組立会社の
課長職にあった者が別会社を設立し、発注権限を濫用して下請け会社から多額
（77）　これらの他東京高判平成25.7.18判時2196号129頁 ・ 日本郵便株式会社事件は、酒気帯
び運転で物損事故を起こして現場から逃走して逮捕され、罰金刑に処せられた郵便事業
会社課長代理について、「郵便事業社における退職金は、賃金の後払的な意味合いが強
いというべき」で、「懲戒解雇されたことのみを理由として直ちに退職金を支給しない
といった措置を採ることは許されず」、非違行為によって「それまでの永年の勤続の功
が抹消されるとまではいえない場合には、労働者の行った非違行為によってそれまでの
永年の勤続の功が減殺される程度に応じて、退職金を減額することができるにすぎな
い」こと、本件非違行為は、「反社会的行為であるが、業務外のもの」で、「罰金刑が科
されたにすぎず」、物損事故の被害者に対する民事責任については解決していること、
「複数の新聞やテレビによって報道されることにより、地域の顧客が郵便事業社に対し
て不信感を抱き、予約していた年賀葉書の購入を断ったり、郵便事業社の従業員に対し
批判や皮肉を言ったりしたことがあったとしても、これらのことは一時的なものにすぎ
ないと考えられる上、これらのことにより郵便事業社に現実的な信用上及び営業上の損
害が発生したことを認めるに足りる証拠はない」として、請求額の 3割に当たる400万
円を相当額と認めている。
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のリべートを受領していた懲戒解雇事案について、信義則違反として退職金不
支給を適法とした名古屋地判平成15.9.30労判871号168頁（トヨタ車体事件）、
6名の社員が事前連絡なく一斉退社して事務引き継ぎを行わなかったこと、無
断で在庫商品や顧客台帳等を持ち出したことなどを理由とする懲戒解雇事案に
ついて、「それまでの勤続の功を抹消してしまうほどの著しく信義に反する行
為」があったとして退職金不支給条項に該当するとした東京地判平成18.1.25労
判912号63頁（日音事件）、有線音楽放送事業会社の多数の従業員が、自社の競
合会社と業務提携する会社を設立し、一斉退職届を提出して欠勤後に設立会社
に転職した事案について、「一斉退職 ・就労放棄は、それまでの勤続の功を抹
消するほどの著しく信義に反する背信的行為」として退職金不支給を適法とし
た東京地判平成21.10.28労判997号55頁（キャノンシステム事件）などがある。
これらの判決は、退職金の性格については、就業規則等において制度化さ
れ、支給基準も明確となっていることをふまえ、功労報償的な性格と賃金の後
払的な性格を併せ持つもの
（78）
と解している。民間企業の場合、退職金の後払い的
性格から、労働者の非違行為が永年勤続の功を抹消しうるほど高度の背信性を
もつものでない限り全額不支給は認められないとする判断枠組みが確立
（79）
してお
り、上記各判決の事案のように、業務上の非違行為による現実的な損害の発生
があった場合には、全額不支給を適法とするものがある。これに対し、私生活
上の非違行為については、支給額の減額にとどめるのが通例となっており、減
額割合については、個別的な事情を総合考慮した裁判所の判断により決定され
ることになる
（80）
。この際の考慮要素としては、①当該非違行為の性質 ・態様、②
（78）　西谷敏『労働法』（日本評論社、2008年）267頁、菅野和夫『労働法〔10版〕』（弘文
堂、2012年）493頁
（79）　森戸英幸「懲戒解雇相当の非違行為と退職金の一部不支給 -NTT 東日本（退職金請
求）事件」『ジュリスト』1461号（2013年）124頁
（80）　森戸 ・前掲注（79）126頁は、私生活上の非違行為の場合は 3割支給、という「相場」
が存在するのだろうかと推測している。
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使用者の受けた損害の程度、③労働者の会社における地位、④在職中の貢献
度、などであり、とりわけ具体的な企業業務に対する阻害の程度が重要な考慮
要素となっている。
2．退職手当支給制限処分と司法審査のあり方
本節では、公務員に対する退職手当支給制限処分をめぐる近年の主な判決に
ついて、その内容を検討してみたい。
⑴　退職手当支給制限処分を適法としたもの
①大阪高判平成24.8.24 ・ LEX/DB 文献番号25482589（京都市立中学校教頭酒
気帯び運転事件）
退職手当の性質は「勤続報償としての性格のほか、賃金の後払いとしての性
格や退職後の生活保障としての性格があることも否定できないことからする
と、非違行為をした公務員が退職手当の支給を受ける権利を直ちに喪失すると
までは言い難い」とした上で、退職手当法及び条例の規定する諸事情の観点か
ら、「従前における公務貢献の程度と当該非違行為の内容及び程度等を比較考
量し」、「非違行為が当該公務員に対する制裁として全額支給制限処分が相当と
いえるか否か」によって判断すべきとものとしている。そして、当該事案につ
いては、夫婦関係の不和を原因として、妻の所在を探すため、自動車を運転し
たもので自動車運転の緊急性や必要性は全く認められないこと、自宅で飲んで
いたウイスキーの瓶を車内に持ち運転開始後も飲酒したことなどから非違行為
の内容及び程度は極めて悪質かつ危険なものであったと認定し、さらに教頭職
という管理職の地位にあったことも加味して、学校教育に多大な貢献をしたと
いった事情を斟酌したとしても、退職手当の全部支給制限処分に裁量権の濫用
はなく、適法とした。一審の京都地判平成24.2.23判タ1374号148頁が、全額支
給制限処分が認められるのは、「当該処分の原因となった非違行為が、退職者
の永年の功をすべて抹消してしまうほどの重大な背信行為」の場合に限られる
という基準を示して処分を違法としていたのに対し、二審判決は、全部不支給
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処分を一部不支給処分と区別して、その要件をより限定的に解釈するという考
え方をとらず、退職手当の支給制限処分は、「公務員としての規律に違反し、
公務に対する国民の信頼を損ねたことを非難して行う公務員法上の制裁」
（81）
とい
う観点を強調していることが、結論の相違につながったものと考えられる。
②大阪地判平成26.3.24 ・ LEX/DB 文献番号25503697（堺市立中学校長酒気帯
び運転 ・交通事故事件）
退職手当は「勤続報償としての性格を基調としつつ、賃金の後払い的な性格
や、退職後の生活保障としての性格が結合した複合的なもの」であり、退職手
当支給制限処分は、広範な事情を総合して行われるものであり、社会観念上著
しく妥当性を欠き、裁量権を付与した目的を逸脱し、これを濫用したと認めら
れる場合に限り違法と判断すべきという判断基準を示す。その上で、飲酒を伴
う会合のために居酒屋へ自動車を運転して行き、帰宅中に 2度にわたる事故を
起こして現行犯逮捕されたという非違行為の結果の重大性に鑑みて、退職手当
の全額不支給処分を適法としている。
本判決は退職手当全部不支給処分のみに対する取消訴訟の事案に係るもので
あるが、非違行為の重大性を理由として、退職手当の「賃金の後払い的性格や
退職後の生活保障が奪われてもやむを得ないという評価を免れることはでき」
ないとしていることから、①判決と同様、非違行為に対する制裁
（82）
という考え方
を強調したものといえる。
（81）　20年報告書 ・前掲注（72） 7 頁
（82）　大阪地判平成25.9.25 ・ LEX/DB 文献番号25502048（大阪市バス運転手窃盗事件）
も、退職手当の全部不支給については、「当該職員の非違行為に対する制裁」としての
相当性を総合的に判断すべきとしたうえ、以前の窃盗行為で感じたスリルや成功したと
いう気持ちから本件窃盗行為の犯意を生じたという行為態様の悪質さ、市民から直接運
賃を収受するバス運転手の職に期待される金銭面の廉潔性を著しく棄損し、新聞報道を
通じて市職員全体の信用を著しく失墜させたことなどの事情を認定して、全部不支給処
分を適法としている。
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③名古屋高判平成25.9.5判自376号66頁（三重県立高校職員酒気帯び運転事件）
退職手当等の全部又は一部の支給を制限する処分は本件退職手当条例12条の
定めるところに従い、「広範な事情を総合してなされるべきもの」で、「退職手
当支給制限処分をするかどうか、するとしていかなる程度の制限をすべきか
は、退職手当管理機関の裁量に任されているものと解すべきであり、退職手当
管理機関がその裁量権を行使してした退職手当支給制限処分が社会観念上著し
く妥当を欠き、裁量権を付与した目的を逸脱し、これを濫用したと認められる
場合に限り、違法」という判断基準を示す。また、本件不支給処分の適法性に
ついては、懲戒免職処分の適法性判断において認定した行為の悪質性（飲酒を
抑制したという事情はおよそ認められず、飲酒運転を回避する努力全くするこ
となく、さしたる理由もないのに酒気帯び運転に及んだという経緯、道路交通
法違反として処罰される最下限の 3倍を超えるアルコール濃度、酒気帯び運転
後の上司への不申告、管理職としての立場など）を改めて指摘した上で、退職
金不支給に伴う生活困難などの打撃が大きいことを考慮しても、「飲酒運転撲
滅に向けた社会秩序維持の強い要請の下、処分行政庁が第 1審原告を本件不支
給処分にしたことがその裁量を逸脱濫用したものとまでいうことはできない」
と判示して、適法と判断している。
これに対し、一審の津地判平成25.3.28判自376号69頁は、懲戒免職処分は適
法としつつ、「退職手当には賃金後払いとしての性格や退職後の生活保障とし
ての性格があることも否定できないことからすると、免職処分を受けて退職し
たからといって直ちに退職手当の全額の支給制限が正当化されるものとはい
え」ず、本件懲戒処分基準において交通事故等を伴わない飲酒運転が免職と重
い懲戒処分が標準例とされているのは、「飲酒運転撲滅という社会秩序維持の
強い要請を背景とする公務に対する県民の信頼を根拠とするものであって、こ
れを複合的性格を有する退職手当の支給制限においてまで大きく考慮すべきも
のともいえない」と説示していた。その上で、約39年間にわたり職員として勤
務し、その間懲戒処分を受けたことがなく、その勤務態度に問題はなく、相応
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の公務貢献をしてきたこと、59歳となっていて再就職には相当の困難が予想さ
れ、要介護状態にある両親を抱え、多額の負債もあることなどの斟酌すべき事
情を列挙して「本件非違行為が原告の長年の勤続の功績を全て抹消するほどの
重大な非違行為」とはいえないとして、本件処分は、社会観念上著しく妥当性
を欠き、裁量権を逸脱濫用した違法なものであると結論付けていた。
このように違法判断が一審と二審で分かれた要因として、前者は、退職手当
には賃金後払いとしての性格や退職後の生活保障としての性格があることも否
定できないことからすると、免職処分を受けて退職したからといって直ちに退
職手当の全額の支給制限が正当化されるものとはいえないとの考え方の下で、
原告側に有利な諸事情について重み付けを行い、民間企業従業員の場合と同様
の、長年の勤続の功績を全て抹消するほどの重大な非違行為に当たるか否かと
いう観点からの適法性判断
（83）
を行っていたのに対し、後者は、懲戒処分の場合と
同様、支給制限処分についても処分権者の広範な裁量が認められていることを
前提に、非違行為の悪質性と酌むべき事情とを比較考量して不支給処分の適否
を判断しており、懲戒免職処分と退職手当全部支給制限処分が連動するものと
解していることによる。
他に不支給処分を適法としたものとして、札幌高判平成27.9.11判自403号23
頁（北海道市町村職員退職手当組合事件）は、死亡退職した町職員の在職中に
金銭着服等があったとして行われた退職手当全部支給制限処分について、「公
務員の退職手当が、勤続報償としての性格を基調として賃金の後払いや退職後
の生活保障等の複合的な性格を有するものであること」、「本件条例及びこれと
（83）　第一審判決の評釈である渡邊賢「判批」『新 ・判例解説Watch（法学セミナー増刊）』
15号（2014年）281頁は、「退職手当の勤続報償としての性格に加えて、賃金の後払いと
しての性格 ・生活保障としての性格を全て否定するだけの事情がなければ、退職金の全
部不支給は正当化されない」というのが判決の考え方であり、「勤続年数 ・功績への重
み付けを前提とした本判決の考え方は、問題となる利益の性格及び関係法令の趣旨に鑑
み、正当化できる」とする。
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同趣旨の国家公務員退職手当法が、懲戒免職処分に相当する非違行為を行った
者への退職手当の支給について、考慮要素を掲げるのみで、処分庁の広汎な裁
量に委ねたと解されること」から、退職手当全額の不支給処分が、社会観念上
著しく妥当性を欠き、裁量権を逸脱、濫用したものとはいえないとした。
⑵　退職手当支給制限処分を違法としたもの
①福岡高判平成26.5.30 ・ LEX/DB 文献番号25504247（熊本市職員酒気帯び運
転事件）
退職手当の法的性質と支給制限処分について、退職手当が「労働の対償とし
ての賃金の後払的要素も含まれているほか、職員等の退職後の生活を保障する
機能もある」ことから、「退職手当の全部を支給しない旨の処分を行うには、
その根拠となる当該職員の非違行為が同人の勤続の功を全て帳消しとするほど
に重大なものであることを要する」との判断基準を示す。これは、前述の民間
企業における退職金全額不支給の場合と同様の判断枠組みである。その上で本
件非違行為については、〔 1〕本件非違行為による市民や社会に対する直接的
被害は生じていないこと、〔 2〕職員がいわゆる現業職員であり、特に高度の
倫理性が求められる役職にあったわけではないこと、〔 3〕本件非違行為は、
職員の非勤務日において公務とは無関係に行われたものであること、〔 4〕Ｄ
が本件非違行為以前に懲戒処分を受けたことはなかったことをも考慮に入れる
と、本件非違行為が「20年以上にわたる勤続の功を無にするほどに重大なもの
であるとまでは認め難いから、本件退職手当支給制限処分は、社会通念上著し
く妥当を欠き」、退職手当を全部不支給とする本件退職手当支給制限処分は、
裁量権の行使を誤った違法な処分として、取り消されるべきものであるとした。
②神戸地判平成25.12.10 ・ LEX/DB 文献番号25503089（神戸市立中学校教頭酒
気帯び運転事件）
本判決は、中学校教頭が市教育委員会指導主事と共に飲酒して、同人の運転
する自動車に同乗して帰宅中に発生した物損事故についてのものである。判決
は、懲戒免職処分は適法としつつ、退職手当の法的性格について、「一般的
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に、沿革としての勤続報償としての性格に加えて、労働の対償であるとの労働
者及び使用者の認識に裏付けられた賃金の後払いとしての性格や、現実の機能
としての退職後の生活保障としての性格が結合した複合的な性格」であり、勤
続報償としての性格を基調としつつ、労働の対償であるとの労働者及び使用者
の認識に裏付けられた賃金の後払い、退職後の生活保障という 3つの性格が結
合したものであるとする。また、退職手当には賃金の後払いとしての性格や退
職後の生活保障としての性格があることも否定できないことからすると、「非
違行為をした当該公務員が、その非違行為の内容等を問わず、退職手当の支給
を受ける権利全部を直ちに喪失するとまではいい難い」こと、裁判所が退職手
当支給制限処分の適否を審査するに当たっては、神戸税関事件最判の判旨をふ
まえ、退職手当管理機関と同一の立場に立って当該処分をすべきであったかど
うか又はいかなる処分を選択すべきであったかについて判断し、その結果と処
分とを比較してその軽重を論ずべきものではなく、退職手当管理機関の裁量権
の行使に基づく処分が社会観念上著しく妥当を欠き、裁量権を濫用したと認め
られる場合に限り違法と判断すべきであるとする審査基準を示す。そして、従
前における公務貢献の程度と当該非違行為の内容及び程度等を比較衡量する
と、本件同乗行為は、公務員が規律に違反し、公務に対する国民の信頼を損ね
たことを非難して行う公務員法上の制裁として、退職手当を全額支給しないこ
とが相当といえるほどに重大な非違行為であるとまでいうことはできないと判
示している。
③秋田地判平成25.9.20 ・ LEX/DBB 文献番号25501795（潟上市職員酒気帯び運
転事件）
「退職手当は、功労報奨的性格を有するほか、賃金の後払い的要素も併せ持
つというべきであり、懲戒処分と退職手当支給制限処分はその性質を異にす
る」ことから、懲戒免職処分とされた者に対しては当然に退職手当全部支給制
限がされるべきであるとはいえず、「当該非違行為に係る諸事情や当該公務員
の公務への貢献度等を考慮し、制裁として全部支給制限が相当であるかを実質
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的に判断すべきである」ことを指摘する。本件事案については、呼気 1リット
ル当たり0.59ミリグラムという高いアルコール濃度であったこと、市の社会福
祉課長として部下14名を指導する立場にあったことなどからすれば、退職手当
の支給制限処分を行うこと自体は、裁量の範囲内であるとしつつ、本件酒気帯
び運転がおよそ十数メートル程度と短距離で、時間も短時間であった上、道路
向かいの空き駐車場に移動させたにとどまること、35年近くの職務の勤務態度
等に特段問題となる事情もなく、飲酒に伴う傷害事件も30年以上前の事件であ
ることなどを挙げて、本件全部不支給処分は、「事実の評価について合理性を
欠き、本来考慮すべき事実が十分に考慮されておらず、社会通念上著しく妥当
性を欠く」とした。
3．退職手当支給制限処分に対する司法審査のあり方
前述の国家公務員退職手当法及び各自治体の条例は、免職処分を受けた者に
対して全部支給制限処分を行うことを原則としておらず、支給制限処分を行う
場合の考慮事項を挙げているのみである。しかし、実務上の運用においては、
法改正前と同様の全部不支給処分が行われることが多いことが当該処分取消訴
訟の要因となっている。前述のように過去の裁判例においては、ア．非違行為
の程度や事案ごとの事情を斟酌して、賃金の後払いとしての性格 ・生活保障と
しての性格を全て否定するだけの事情がなければ、退職金の全部不支給は正当
化されないと考えるのか、イ．退職手当の勤続報償としての性格を基調
（84）
とし、
全部不支給の判断は退職手当管理機関の広範な裁量に委ねられていることか
（84）　退職手当制度研究会編著 ・前掲注（70） 5 頁は、退職手当額は退職時の俸給月額を基
礎に算定され、退職手当支給率は、勤続期間が長くなるに伴って増加する一方、短期勤
続の自己都合退職については低く抑えられていること、死亡 ・傷病については、功績 ・
功労の高さを評価の基準として公務に起因するものか否かにより退職手当額に差異を設
けていることから、公務に対する貢献度合いを加味した勤続 ・功績報償的考え方が基調
にあるとする。
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ら、懲戒免職処分と全部支給制限処分の連動も原則として適法と解するのか、
という観点の相違が判決の結論に影響を及ぼしているといえる。また、退職手
当支給制限処分に対する司法審査については、退職手当管理機関と同一の立場
に立って当該処分をすべきであったかどうか又はいかなる処分を選択すべきで
あったかについて判断し、その結果と処分とを比較してその軽重を論ずべきも
のではなく、退職手当管理機関の裁量権の行使に基づく処分が社会観念上著し
く妥当を欠き、裁量権を濫用したと認められる場合に限り違法と判断すべきで
あるとする考え方が定着している。この点からは退職手当管理機関の裁量を広
く認められることとなるが、退職手当の法的性格は、勤続報償、生活保障及び
賃金の後払いという性格が不可分的に混合しているものであると解されている
ことから、特に全部不支給処分を行うについては、原則として公務に直接関係
する非違行為であって、公務に対する国民の信頼を現実に大きく失墜させ、あ
るいは業務の遂行に具体的な支障を生じさせたかどうかを考慮すべきであり、
退職手当管理機関に付与された裁量権は、懲戒処分について懲戒権者に付与さ
れた裁量権の範囲ほど広範なものではないものと考えられる。公務に対する信
頼の失墜という点に関しては、死亡退職した職員が在職中に行った、出張旅費
等の不正経理 ・着服、緑の羽根募金の領得などが懲戒免職等の処分を受けるべ
き行為にあたるとして、北海道市町村職員退職手当組合の組合長が相続人に対
して行った退職手当全部不支給制限処分について、第一審の札幌地判平成
27.4.8判自403号26頁が、当該金額は、財産に対する非違行為の被害額としては
比較的僅少であり、被害弁償が不可能な金額ではなく、被害弁償がされれば刑
事上の責任を問われない可能性もあったといえるといった事情を勘案して、退
職手当を全部支給しないほどの重大な非違行為であるということはできないと
していたのに対し、控訴審の札幌高判平成27.9.11判自403号23頁は、公金の不
正な受領ないし着服は、額の多寡を問わず、それ自体非難の程度が大きいもの
であり、公務に対する信頼を大きく損なうものであること、亡職員は、不正行
為を認めることはなく、被害弁償は何らされていないこと、勤務実績が良くな
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いことを理由とする分限降任処分と懲戒処分（減給 1月）を受けていることな
どを指摘して、退職手当全額を不支給としたことが、社会観念上著しく妥当を
欠き、裁量権を付与した目的を逸脱、濫用したものとはいえないと判示してい
る。そもそも保管中の公金の着服行為のような職務行為に密接に関連する不正
行為については、それ自体「公務に対する国民の信頼を著しく損なう」ものと
判断される可能性が高いと考えられる。また、支給制限処分にあたっては、公
務員としての抽象的倫理性を過度に強調
（85）
した判断を行うことは適切ではなく、
非違行為の態様 ・程度、在職中の功績等と支給制限処分との間の比例性は厳格
に判断されるべきである。
前述のように民間企業従業員の場合、退職金の全額不支給は、従業員として
の過去の功労を無にするほどの非違行為があったときに限られるとして、不支
給の範囲を極力限定しようとする司法判断が定着している。退職手当支給制限
処分を争う取消訴訟においては、公務に対する信頼、公務遂行への支障、公務
への貢献、当該職員の公的職責等の公的要素が重要なものとして考慮されるこ
と
（86）
は当然であるとしても、非違行為をした者に職員としての身分を引き続き保
有させるのが適当かという観点から行われる懲戒免職処分と、退職によって先
行的に発生した退職手当請求権を、過去の功績が没却されて報償を与えるに値
しないものとして消滅させる処分である退職手当支給制限処分とはその性質が
異なるものであることをふまえた司法判断が求められる。この点、20年報告書
は、国家公務員の退職手当の性格が、勤続報償的、生活保障的、賃金後払い的
な性格をそれぞれ有する複合的なものだとすると、在職中の功績が没却された
からといって直ちに生活保障や賃金後払いを全くしなくてよいということには
（85）　早津裕貴「公務部門における懲戒免職処分と退職手当不支給処分　三重県 ・県教委
（県立 A高校職員 ・酒気帯び運転）事件（名古屋高判平成25年 9 月 5 日労判1082号15
頁）」『法政論集』257号（2014年）358頁
（86）　森末暢博「懲戒免職処分と退職手当の支給制限」『季刊　公務員関係判例研究』164号
（2014年）29頁
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ならないこと、勤続報償としての要素を重視するとしても、非違行為を行った
個人に対する非難としてみた場合には、非違の重大性との間で均衡のとれたも
のとする必要があること、功績が没却され、退職手当を受け取る地位ないし権
利が否定されるとする立場からも、本人の過去の功績の度合いと非違行為に
よってそれが没却される程度とを比較衡量する必要があること
（87）
、を指摘してい
たところである。とりわけ非違行為の態様 ・程度、在職中の功績等と支給制限
処分との間の比例性は厳格に判断されるべきであり、「非違の発生を抑止」（運
用方針第12条関係第 1号）する観点を過度に重視して、全部不支給を原則とす
ることは、法令の規定ぶりからも正当な解釈とはいい難い。
また、地方公務員の場合、各自治体の退職手当条例において定められた非違
行為の内容、程度、非違に至った経緯などの考慮事項に個別事案を具体的にあ
てはめて解釈を行うことが不可欠であり、国の運用方針に無批判に追従して、
懲戒免職処分と退職手当全部支給制限処分を連動させる取り扱いは、考慮不尽
として違法となるおそれがあると思われる。したがって、支給制限処分に対す
る司法審査に際しては、退職手当管理機関が処分に際し、条例の規定をふま
え、考慮すべき事項を適正に考慮し考慮すべきでない事項を考慮しなかった
か、また考慮すべき事項間で適正な比較考量が行われたか否かという点に重点
を置いて審査密度の向上が図られるべきである。とりわけ、全部支給制限処分
については、本人の公務に対する貢献の程度と非違行為が当該行政機関の業務
遂行に及ぼした具体的な支障、「公務に対する」国民の信頼に及ぼす影響につ
いてどのような考慮がなされたか、という観点からの裁量審査が求められる。
たとえば、同じハラスメント行為であっても、在学中の生徒に対して教員が
行った行為や勤務に際して職場の上司が部下に対して行った行為と職場外の私
生活上の行為では、公務に対する信頼への影響は大きく異なるからである。
一方、退職手当管理機関としては、適正な公務遂行に対する影響という点か
（87）　20年報告書 ・前掲注（72）13頁
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ら、収賄などの汚職行為や業務上横領など職務の公正を直接的に害する行為と
私生活上の非行とを区別して具体的な行為類型ごとに支給制限処分の基準を定
めておくことが適切である
（88）
。そして、当該基準自体が適正であるか否か及び基
準が機械的 ・硬直的に適用されたものでなかったかどうかの観点からも司法審
査がなされるべきである。
むすびに代えて
懲戒処分が民間企業の場合と同様、服務規律を維持するための内部的制裁で
あるとすれば、労働関係の保護の要請
（89）
が働くのは、むしろ当然と考えられる。
公務員の場合、懲戒事由、種類、手続が法定されており、懲戒処分が抗告訴訟
の対象とされているという法形式の差に還元することもできる。したがって、
公務員が国民全体の奉仕者であること及びその職務の公共性の故に、司法審査
を民間の場合よりも抑制することは、公務員の身分保障
（90）
の観点からも適切では
ない。また、公務員の行った過去の非違行為に対する制裁として行われる懲戒
処分は、科学技術的な安全性の判断のように不確実な将来予測と評価を伴うも
のとは性質が異なり、およそ行政でなければ適切に判断できないという性質の
ものではない
（91）
ことから、裁判所には、十分な事実認定と評価を行うことによ
（88）　安藤高行「公務員の懲戒免職処分と退職手当～飲酒運転に係る 3つの事例を対象とし
て」『労働判例研究』1125号（2016年）15頁は、退職手当全部支給制限処分について
は、懲戒免職処分の原因となった非違行為が重大な犯罪行為である場合、収賄などの汚
職の罪に当たる行為、職務上の違法行為である場合などについて「特別基準」を設定す
ることが、法改正の意義を前進させることになると指摘する。
（89）　菅野 ・前掲注（ 2）79頁
（90）　室井力「公務員の懲戒処分について」『ジュリスト』472号（1971年）48頁は、公務員
法による特別の扱いは、懲戒処分の事由 ・種類 ・手続などを制限的に法定しつつ、処分
そのものの効力を直接攻撃する争訟方法を設けることにより、公務員の身分保障を民間
労働者以上に厚くしたものと考えられるとする。
（91）　阿部泰隆『行政の法システム（下）〔新版〕』（有斐閣、1997年）670頁は、「過去裁判」
と「未来予測裁判」で行政の裁量の幅が異なるとする。
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り、さらに審査密度を向上させていく姿勢が求められる。
近年、非現業公務員の独立行政法人への移行に伴う一般労働法の適用、高度
の専門的知識経験を有する者の任期付任用（地方公共団体の一般職の任期付職
員の採用に関する法律）、指定管理者による公の施設の管理（地自法244条の 2
第 3項）や指定確認検査機関による建築確認（建基法 6条の 2第 1項）などに
より、公権力行使の態様や勤務形態が多様化し、必ずしも組織法上の公務員の
身分を有する者だけが公共的な事務を担うものとはいえない状況が生まれてい
る。このようなことから、懲戒処分に対する司法審査のあり方についても、民
間企業との職務の差異を所与のものとして、懲戒権者の裁量権を広く認めてき
たこれまでのものとは、おのずと変わってこざるをえないこととなる。引き続
き今後の判例の展開を見守っていきたい。
また、今後の立法論として、行政手続法は、公務員に対する処分について、
聴聞 ・弁明の機会の付与の規定を適用除外としているが（ 3条 1項 9号、同条
3項）、免職処分を行う場合においては、聴聞の機会を保障するといった改正
も検討すべきである。懲戒処分及びこれを理由とする退職手当の支給制限処分
を行う場合、事実認定及び処分量定について専門的な第三者機関を設置
（92）
して、
これに対して諮問を行った上で決定するなど処分の透明性向上のための事前手
続の強化も検討すべき課題である。
（92）　20年報告書 ・前掲注（72）16頁は、退職後、在職中の非違行為を理由として退職手当
を返納させる処分を行う場合における専門的な第三者機関による事実認定の必要性を指
摘する。
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